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略 語 表  

略語  英語  日本語  

ADB Asian Development Bank  アジア開発銀行  

CP  Mongolian Counterpart  
モンゴル側カウンターパート（研究

者）  

ELISA  Enzyme Linked Immunosorbent Assay  

酵素結合免疫吸着法（試料中の抗体

あるいは抗原の濃度を調べる試験。

日本語の定訳は無く、エライザと呼

ばれることが多い。）  

FAO Food and Agricul ture Organization  国連食料農業機関  

GAVS 
General Authori ty for Veterinary 

Services 
総合獣医庁  

IVM  Insti tute of  Veterinary Medicine  獣医学研究所  

JCC  Joint Coordinating Committee  合同調整委員会  

JICA  Japan International Cooperat ion Agency  国際協力機構  

MED Ministry of Economy and Development  経済開発省  

M/M  Minutes of Meet ing  協議議事録  

MOFALI  
Ministry of Food, Agriculture , and Light 

Industry  
モンゴル食料・農牧業・軽工業省  

MULS  
Mongolian Universi ty of Life Science s 

(former MSUA)  

モンゴル生命科学大学（旧モンゴル

国立農業大学）  

NRCPD  
National Research Center for Protozoan 

Diseases  

帯広畜産大学  

原虫病研究センター  

ODA Official Development Assistance  政府開発援助  

PCR  Polymerase Chain Reaction  ポリメラーゼ連鎖反応  

PDM  Project Design Matrix  
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス  

PO  Plan of Operation  活動計画表  

R/D  Record of Discussion  討議議事録  

SATREPS 
Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development  
地球規模技術課題共同研究  

SCVL State Central Veterinary Laboratory  国家中央獣医学ラボラトリー  

SDC 
Swiss Agency for Development and 

Cooperation  
スイス開発協力局  

STF 
Mongolian National  Foundation of 

Science and Technology  
科学技術基金  

SVM 
School of Veterinary Medicine, 

Mongolian Universi ty of Life Sciences  
モンゴル生命科学大学獣医学部  

WOAH World Organization for Animal Health  国際獣疫事務局  



 

 

 
  
 

モンゴル国媾疫撲滅に向けた研究および防疫基盤の確立対象地 

 

（出典 :  https://www.worldometers.info/maps/mongol ia -pol it ical-map/より調査団作成）  
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 事業事前評価表 

国際協力機構経済開発部 

農業・農村開発第一グループ第二チーム 

     

１．案件名                                                                         

国 名： モンゴル国（モンゴル）                                                                                                                                 

案件名： 和名 モンゴル国媾疫撲滅に向けた研究および防疫基盤の確立 

                           英名 The Project for Establishment of Research and Disease Control   

                                     Systems for Eradication of Dourine 

          

２．事業の背景と必要性                          

（1）当該国における農業（畜産）セクターの開発の現状・課題及び本事業の位置付け 

モンゴルの農牧業はGDPの約10％を占め（世界銀行、2023年）、労働人口の約3割が従事

する同国の基幹産業である。なかでも牧畜業は、国内で飼育されている家畜頭数が 6,500 万頭

以上（モンゴル国家統計局、2024年）と人口350万人に対し約19倍の規模となっている。同

国は畜産業の市場経済の競争力を高め、持続可能な畜産セクターを確立すると同時に、国民に

安全で健康な食品を提供し、家畜原料を加工して輸出を促進することを目標に「モンゴル国家

家畜プログラム」を、2010～15年と2016～21年の 2フェーズに渡って実施した。しかし、近

年の家畜頭数急増による草地劣化や異常気象であるゾド（寒雪害）による家畜の大量死、家畜

伝染病の流行等、その持続可能性を脅かす事象が発生している。このような状況下、同国政府

は、越境性家畜感染症対策を重視し、2021年に策定された「新再生政策」（2021年12月策定）

では国境検疫体制整備を掲げている。 

 同国の家畜の中でも、ウマはモンゴルの産業及び文化の様々な側面で同国に根付いており、

その飼養頭数は約480万頭（モンゴル国家統計局、2023年）と世界4位の規模である。我が国

支援による地球規模課題対応国際科学技術協力プロジェクト（SATREPS）「家畜原虫病の疫学

調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト（2014～2019 年）」（以下「前 SATREPS」

という。）では、ウマの感染症である媾疫の陽性率が全国平均 5%と同国内で蔓延しているこ

とが特定され、開発された診断キットは同国内で製品化、総合獣医庁（General Authority for 

Veterinary Services、以下「GAVS」という。）に採用されている。媾疫は、交尾によって原因病

原体であるトリパノソーマがウマからウマへ伝播されることで流行し、その致死率は50～70%

と高い。現状、有効なワクチンや治療薬がないことから、国際獣疫事務局（WOAH）の陸生動

物衛生基準において、その制御は感染動物の摘発と淘汰によって行われることとなっている。

しかし、媾疫常在国である同国においては、合理的な国境・農場検疫のためのリスク評価に必

要なトリパノソーマの病態に関する基盤情報が不足していることや、収入源として価値の高い

ウマが感染した場合に淘汰の同意が得られにくいことなどから、感染制御対策の実施が困難と

なっている。かかる状況を踏まえ、同国政府は、媾疫撲滅に向けた対策手法確立のため、「獣

医学研究所（Institute of Veterinary Medicine、 以下「IVM」という。）」を実施機関とし、日本側研

究機関である帯広畜産大学の協力による新規SATREPS（以下、「本事業」という。）の実施を

我が国に要請した。なお、IVMとは、これまでに前SATREPS、技術協力プロジェクト「公務員

獣医師および民間獣医師実践能力強化プロジェクト（2020～2025年）」、科学技術協力「結核
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と鼻疽の制圧プロジェクト（2020～2025年）」等を実施しており、畜産分野における協力関係

は深い。 

  

 (2) 農業（畜産）セクターに対する我が国及びJICAの協力方針等と本事業の位置付け 

 本事業は、我が国の対モンゴル国別開発協力方針（2017年 12月）の重点分野「環境と調和

した均衡ある経済成長の実現」における開発課題「産業多角化の推進と地域開発戦略の強化」

に位置付けられ、同国の畜産業振興に貢献するものである。また、JICAの課題別事業戦略（グ

ローバル・アジェンダ）「農業・農村開発（持続可能な食料システム）」の主要な取組「持続

可能な畜産振興～ワンヘルス推進に向けて～」に位置付けられる。更に、牧畜民にとって、ウ

マは馬乳生産や観光資源として大きな収入源となる動物であり、媾疫の制御は、同疾病による

ウマの死亡頭数を減らし、経済的損失を減少させ持続可能な開発目標（SDGs）ゴール1「貧困

の撲滅」に貢献することが期待される。 

 

 (3) 農業（畜産）当該セクターにおける他の援助機関の対応 

同国における農業（畜産）セクターの主要ドナーとしては、国際連合食糧農業機関（FAO）、

アジア開発銀行（ADB）、世界銀行（WB）、国際農業開発基金（IFAD）、欧州連合（EU）、

スイス開発庁（SDC）が挙げられ、これまで政府レベルでの家畜疾病対策システムの構築や口

蹄疫、ブルセラ症、鳥インフルエンザ等の伝染性の高い感染症を対象とした中央獣医ラボや地

方獣医ラボの体制整備に係る協力が実施されてきている。現在は FAOと WBの支援により、

獣医師免許更新制度を整備するプロジェクトが2025年6月まで実施されている。 

３．事業概要                             

（1） 事業目的： 

  本事業は、同国の媾疫撲滅に向けて、プロジェクト対象地域における 1）ウマの飼育形態に

応じた関係者への介入方法の特定、2）媾疫の病態の解明、3）交尾による伝播を防ぐ繁殖補助

技術の構築を通じ媾疫対策手法の確立を図り、プロジェクト対象地域以外でも開発された媾疫

対策手法が普及されることに寄与するもの。 

（2） プロジェクトサイト／対象地域名： 

以下5県をプロジェクト対象地域として選定した。 

 トゥブ県：国内最大のウマ繁殖地 

 ドルノド県：国内最多のウマ飼育頭数 

 ボルガン県：国内有数の乳生産用馬の飼育地 

 オルホン県：ウマ繁殖牧場集中地域 

 セレンゲ県：国内最多のウマ輸入検疫頭数 

（3） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

 直接受益者：カウンターパート機関の研究者（研究機関所属 約30名）、プロジェクト対象

地域の牧畜民および獣医師（自治体所属の公務員 約25名、民間獣医師） 

 最終受益者：同国の馬産業関係者（計約89万人） 

（4） 総事業費（日本側）：約3.5億円（予定） 

（5） 事業実施期間：2025年5月～2030年4月を予定（計60か月） 

（6） 事業実施体制 
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1） 代表研究機関：獣医学研究所 Institute of Veterinary Medicine（IVM） 

2） IVM所管機関：経済開発省Ministry of Economy and Development 

3） モンゴル側予算配布機関（経済開発省傘下）：科学技術基金（STF） 

4） 国内協力機関：帯広畜産大学Obihiro University of Agriculture and Veterinary Medicine 

5） モンゴル側研究協力機関：モンゴル生命科学大学 Mongolian University of Life Sciences (MULS) 、

獣医学部School of Veterinary Medicine (SVM) 

6） モンゴル側行政協力機関：総合獣医庁 General Authority of Veterinary Services (GAVS) 

 

（7） 投入（インプット） 

1） 日本側  

① 在外研究員派遣（原虫病学、農業経済学、病理学、繁殖学） 

② 長期専門家1名（合計60P/M）：業務調整員 

③ 短期外国人研修員の受け入れ：原虫病学、繁殖学、分子生物学等 

④ 機材供与：PCR増幅反応装置、次世代シーケンサー、ディープフリーザー、車両等 

⑤ その他プロジェクトに必要な現地活動費 

  2) モンゴル国側 

① カウンターパートの配置 

プロジェクト・ダイレクター（経済開発省 総合科学技術政策局長） 

プロジェクト・副ダイレクター（IVM所長） 

プロジェクト・マネージャー（IVM研究員） 

② 案件実施のためのサービスや施設、現地経費（執務室、モンゴル側研究者の給与、国内旅

費、車両燃料費、光熱費、プロジェクト運営費等）の提供 

 

（8）他事業、他援助機関等との連携・役割分担 

1）我が国の援助活動 

本事業は、前 SATREPSで開発された診断法を活用しつつ、媾疫撲滅に向けた対策手法を

確立するものである。社会実装（媾疫の予防・診断、繁殖管理）に関しては、上述の「公務

員獣医師及び民間獣医師実践能力強化プロジェクト」（2025年6月終了予定）で能力強化を

図っている公務員獣医師および民間獣医師の活用が期待される。また、本事業の成果３「ウ

マの人工授精技術の開発と普及」では、同プロジェクトで能力強化されたモンゴル生命科学

大学獣医学部の繁殖学を専門とする人材の協力を得ることにより、プロジェクト対象地域の

獣医師に対する人工授精技術の移転を実施する予定である。 

2） 他援助機関等の援助活動： 

詳細計画策定調査時にGAVSより、FAOとWB支援により整備中の獣医師免許更新制度の

枠組みに基づき、ウマの人工授精師の訓練や媾疫対策に関する研修を行うとの提案があった。

そのため、本事業開始後に、本制度の実態および同プロジェクトの成果を獣医師免許更新時に

受講すべき研修として反映するための手続き等につき関係機関に確認し、実現可能性を検討
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する。 

 

（9）環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 

1） 環境社会配慮  

① カテゴリ分類 C  

② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2022年1月公布)上、環境への望

ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2）ジェンダー分類：（GI）ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件 

  本事業は媾疫の感染制御を目的として実施される SATREPSであり、ジェンダー課題に関

わるネガティブな影響を与える要素は予見されない。 

 

（10）その他特記事項   

 特になし     

４．事業の枠組み                            

(1) 上位目標：承認された媾疫対策措置がプロジェクト対象地域以外でも実施される。 

指標及び目標値：媾疫対策がXX（数値はプロジェクト開始後に決定）県で実施される。 

(2) プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において媾疫対策手法が確立される。 

指標及び目標値： 

  １．媾疫対策のガイドライン改訂案がモンゴル政府関係機関による承認に向けてGAVSに提

出される 

  ２．プロジェクト対象地域の媾疫トリパノソーマ抗体陽性率が１％に低下する。 

(3) 成果 

 成果１：プロジェクト対象地域におけるそれぞれの飼育形態に応じた関係者への介入方法が

特定される。 

 成果２：媾疫の病態が学際的アプローチによって明らかになる。 

 成果３：交尾による媾疫の伝播を防ぐためのウマの繁殖補助技術が確立される。 

(4) 主な活動 

（成果1にかかる活動） 

  同国の家畜感染症対策の現状と直面している課題を特定する。また、牧畜従事者へ介入試験

を実施することにより起こる行動変容を観察し、そのデータと経時的な媾疫検査結果を分析、

評価する。最終的に、成果 1,2,3 の活動を取りまとめた関係者への啓発活動を実施し、また

同国政府機関へ媾疫の予防・管理の推進のための公的支援について提言する。 

 1-1 モンゴルにおけるコウ疫の現状、ウマの飼育・繁殖および管理システムを調査し、収

集した情報等を分析して実態と課題を明確にする。 

  1-2 介入試験を実施する。 

  1-3 プロジェクト対象地域における関係者の意識啓発を行う。 

  1-4 政府機関による媾疫対策のための指導に向けた準備を進める。 
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（成果2にかかる活動） 

  有効な媾疫対策の確立には、潜伏感染の有無や異なる病期での伝播リスクの違い等、病態を

明らかにする必要がある1。そのため、以下の活動を実施する。 

  2-1 潜伏感染馬の調査を行う。 

  2-2 宿主特異性の突然変異解析を実施する。 

  2-3 病理解析を行う。 

  2-4 抗トリパノソーマ薬の候補化合物を探索する。 

  2-5  当該研究分野における研究者およびプロジェクト対象地域の獣医師の能力開発を行

う。 

 

（成果3にかかる活動） 

 媾疫は交尾により伝搬するため、確実に感染を防ぐことができる点において、先方政府より

繁殖補助技術の確立へ、高い期待が寄せられている。ゆえに、繁殖管理が媾疫の感染拡大防

止において重要という点から、以下の活動を実施する。 

  3-1 モンゴルのウマに最適な人工授精技術を確立する。 

  3-2 精液・胚の消毒技術を開発する。 

  3-3 ウマ遺伝資源を収集する。 

  3-4 人工授精の普及と適切な繁殖管理を行う。   

 

５．前提条件・外部条件                               

（1）前提条件：     

IVMの研究者の大幅な入れ替わりがない。 

（2）外部条件： 

 1)活動達成のための外部条件： 

獣医師と牧畜民の間の協力関係が維持されている。 

 2)成果達成のための外部条件： 

  提言がGAVSによって承認/認定される。 

 3)プロジェクト目標達成のための外部条件： 

 大規模な自然災害が発生しない。       

６．過去の類似案件の教訓と本事業への適用                                                                     

① 円滑なコミュニケーション 

前SATREPS（評価年度：2023年度）の事後評価では、効果発現に貢献した要因の1つとして、

帯広畜産大学と IVMの間に、長期にわたり構築された信頼関係を挙げている。1997年に実施され

た 5年間の JICA技術協力プロジェクト以来、20年以上に渡り学術交流や留学生の派遣を継続し

ており、日本留学生は帰国後、行政や研究機関で重要な地位を占めており、前 SATREPS におい

ても重要な役割を果たした。双方の強い信頼関係の結果として、前 SATREPSでは良好で円滑な

コミュニケーションが維持され、研究方針が協議され、同国研究者による強いオーナーシップが

 
1 媾疫は、前SATREPS(2014-2019)によりモンゴルで流行していることが明らかになるまで、世界中で散発的に報告され

たのみであった。そのため、科学的知見の更新はほとんどない。 
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醸成されたところ、本事業においても同様の効果が期待される。 

② 政府機関への働きかけ 

 前 SATREPSの事後評価では、プロジェクト実施中から開発中の製品の有効性や有用性につい

て、実施機関を含む政府機関に対して科学的な知見をもとに繰り返し説明し、理解を得ることが

できた。その結果、前 SATREPSで開発された診断キットは、同国政府の公共調達リストに加え

られ、政府予算で診断キットが購入されており、持続性が担保されている。本事業においても、

媾疫対策手法が確立された後の普及が重要な意味を持つが、そのためにはGAVSや県行政との定

期的な打ち合わせの場にて、プロジェクトの活動により得られた効果を情報共有し、媾疫対策の

重要性について理解を得ることで、プロジェクト終了後も同国で予算措置が実施される環境作り

を行うことが求められる。 

 

７．評価結果                                                                                 

本事業は、同国の開発課題・開発政策並びに我が国及び JICAの協力方針・分析に合致し、媾

疫対策を通じ、同国の畜産業振興に貢献に資するものであり、ゴール1「貧困の撲滅」に貢献す

ると考えられることから、事業を実施する必要性は高い。 

 

８．今後の評価計画                                      

（1）今後の評価に用いる主な指標      

４．のとおり。   

（2）今後の評価スケジュール    

事業開始6か月以内  ベースライン調査   

事業終了3年後  事後評価    

以上 
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第1章 詳細計画策定調査の概要 

１-１ 調査の背景 

 モンゴルの人口は 2023 年時点で、約 345 万人、GDP は 198.7 億 USD（一人当たり GDP：

USD 5,764.8）である2。国内 GDP における農牧業セクターが占める割合は、サービスセクタ

ー（GDP 比 40.1%）、鉱工業セクター（同 40.0％）に次いで第 3 位の 10.2％3であり、産業

別労働人口比についても、2022 年時点で、サービスセクター：52.0%に次ぐ第 2 位の 26.0％

を占め、労働人口における農牧業従事者割合も高い 4。 

 農牧業セクターは、鉱工業セクターに依存してきた同国の産業多角化の主翼を担う分野と

して重要視されており、モンゴル政府は、2020 年に策定された長期的開発政策「ビジョン

2050」で農牧業を優先経済セクターに位置づけ、先端技術の導入による農畜産品加工促進や

輸出振興を目標の一つとしている。  

 一方、近年、モンゴルでは過放牧による草地荒廃、寒雪害（ゾド）による家畜の大量死、

家畜感染症の蔓延等の問題が顕在化している。同国政府は、2021 年に策定された「新再生政

策」で、農牧業の生産拡大とともに、越境性家畜感染症の対策を重視し、国境検疫の体制整

備を重要課題として掲げている。  

 こうした状況下、JICA、科学技術振興機構（JST）、日本医療研究開発機構（AMED）及

び帯広畜産大学により 2014 年～2019 年に実施された「家畜原虫病の疫学調査と社会実装可

能な診断法の開発プロジェクト」は、重要な家畜の一つであるウマの伝染病：媾疫が同国内

で蔓延していることを明らかにし、開発した診断技術は、モンゴル国内で製品化され、総合

獣医庁（GAVS）に採用された。  

 媾疫は、交尾・交配によって原虫（媾疫トリパノソーマ）がウマからウマへ伝搬されるこ

とで流行し、現状、有効なワクチンや治療薬がないことから、その制御は感染動物の摘発と

淘汰によって行われる。しかし、媾疫常在国である同国においては、合理的な国境・農場検

疫のためのリスク評価に必要なトリパノソーマの病態に関する基盤情報が不足していること

や、収入源として価値の高いウマが感染した場合に淘汰の同意が得られにくいことなどから、

感染制御対策の実施が困難となっている。  

 その背景として、国境および農場検疫のためのリスク評価に必要な基盤情報の不足、経済

性の高い感染馬（近隣諸国から陸路で輸入される競争馬）淘汰への理解が得られないこと等

がある。  

 モンゴルでは、ウマは文化、競馬、牧畜、伝統的な食文化、観光など、さまざまな面で遊

牧民の生活に欠かせない家畜である。馬肉は、過去10年間の食肉輸出の75％以上を占め、カ

シミア原毛に次ぐ2番目に重要な農産物輸出品となっているが、媾疫の蔓延などの理由で、現

時点では、ウマ関連産業はまだ十分に振興されていない。  

 モンゴル政府は、ウマの媾疫対策を講じることによって、畜産、競馬、観光、生物多様性

等の面でウマ関連資源の活用拡大に期待を寄せており、防疫体制構築、衛生的な繁殖技術普

及等を通じた媾疫の制御を目的に、モンゴル獣医学研究所（IVM）と日本側研究機関（帯広

広畜産大学（代表機関）等）による SATREPS の実施を我が国に要請し、採択された。  

 

１-２ 調査団派遣の目的 

 本詳細計画策定調査団は、本プロジェクトにおける方針（想定）を踏まえつつ、本プロジ

ェクトの内容、行程、実施体制を確認するために、現地調査及び資料収集を行い、その上で

協力の方針・内容（PDM 案、PO 案）を検討し、その結果を M/M（含 R/D 案）にて取りまと

め署名交換を行うことを目的として、2024 年 9 月 8 日から 9 月 28 日まで派遣された。  

 
2  世界銀行 2023 https:/ /data.worldbank.org/country/mongolia?view=chart  2024 年 10 月１日参照  
3（同上）  
4（同上）  
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１-  ３ 団員構成 

【JICA/JST 調査団】  

担当事項  氏名  所属、職位  現地調査期間  

総括  桐野 有美  JICA 国際協力専門員  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 28 日  

研究総括  井上 昇  帯広畜産大学  

原虫病研究センター  

センター長  

2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 28 日  

研究企画  増田 美砂  JST 国際部研究主幹  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 25 日  

研究企画  柳井 紗矢香  JST 国際部 係員  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 25 日  

協力企画  寺澤 晶子  JICA 経済開発部  

ジュニア専門員  

2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 28 日  

評価分析  東野 英昭  株式会社レックス・イン

ターナショナル  

2024 年 9 月 8 日～2024 年 9 月 28 日  

【研究チーム調査団（JST 予算による派遣）】  

担当事項  氏名  所属、職位  現地調査期間  

研究協力  南保 泰雄  帯広畜産大学  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 21 日  

研究協力  耕野 拓一  帯広畜産大学  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 21 日  

研究協力  森岡 昌子  帯広畜産大学  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 21 日  

研究協力  山田 学  帯広畜産大学  2024 年 9 月 15 日～2024 年 9 月 21 日  

 

１-４ 調査日程 

 調査日程は付属資料 1 に示すとおりである。  

 

１-  ５ 主要面談者 

  モンゴル側  

（１）経済開発省（MED）  

Mr. D. BATTOGTOKH 総合科学技術政策局長  

Mr. ENKHPUREV Enkhtaivan  科学技術基金総裁  

Ms.ENKHTUNGLAG Lkhamajav  科学技術基金 業務・プロジェクトモニタリング部長  

 

（２）総合獣医庁（GAVS）  

Mr. Boldbaatar BYAMBA 家畜衛生局長  

Mr. Batsukh モニタリング局長  

Mr. T.Bal jinnyam 疫学情報統計局長  

Mr. Tuushinbayar  感染症対策担当官  

 

（３）獣医学研究所（IVM）  

Ms. Badgar Battsetseg 所長  

Mr. Banzragch BATTUR 研究員  

  

（４）モンゴル生命科学大学（MULS）  

Mr. Erdene-Ochir  学長  

Mr. TUMURTOGTOKH 

Erdenetsogt  
研究・イノベーション部長  

  

（５）国家中央獣医ラボラトリー（SCVL）  

Mr. MUNKHDUUREN Shatar  越境性動物感染症診断・監視ラボ長  

  

（６）セレンゲ県  

Ms. SUVDAA Ulzii 県知事室長  
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Ms. Ariuntug 県獣医局長  

Ms. Uyanga  セレンゲ関税局検疫管理部長  

 

（７）オルホン県  

Mr. Soyolchkhuu 副知事  

Mr. Urtnasan 県獣医局長  

 

（８）トゥブ県  

Mr. Sarangerel  ズーモットソム長  

 

  日本側  

（１）在モンゴル日本大使館  

山上 ゆきの  二等書記官  

  

（２）国際協力機構モンゴル事務所   

宮城 兼輔  所長  

中村 圭吾  職員  

Mr. Puntsagsuren Altansukh プログラムオフィサー  

 

（３）公務員獣医師及び民間獣医師

実践能力強化プロジェクト  

 

髙井 伸二  チーフアドバイザー  

迫田 義博  微生物学担当専門家  

木村 享史  病理学担当専門家  

立木 麻央  業務調整員  

梅村 孝司  北海道大学名誉教授（初代チーフアドバイザー）  

  

（４）国際獣疫事務局（WOAH）   

釘田 博文  アジア太平洋地域代表  
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第 2 章 プロジェクト実施の背景  

２－１ モンゴル国概要 

 ２―１―１ 気象条件と国土・人口  

 モンゴルは、カザフスタンに次いで、世界で 2 番目に大きな内陸国である。国土面積とし

て、およそ 156.4 万㎢（日本の国土面積 37.8 万㎢の 4 倍以上）を有する。北緯 41 度 35 分〜

52 度 08 分、東経 87 度 44 分〜119 度 55 分に位置し、ロシアと北側で、中国と南側で国境を

接する。  

 国土の東側には、平坦な草原地帯が広がるが、西側には、モンゴル・アルタイ山脈、ハン

ガイ山脈を中心とする山岳地帯がそびえる。海抜は平均 1,580m である。  

 年間降水量は 100-300mm と少なく5、降水量の 70％が、6-8 月の夏期に集中する。  

 気温の日較差、年較差が大きく、夏期の最高気温は 30℃を超えるが、冬期（11 月〜3 月）

にはマイナス 30 度を下回ることもある。  

 下表に、2019 年〜2023 年の 5 年間における首都ウランバートルの月別平均最高気温、月  

別平均最低気温、月別降雨量を取りまとめて示す。  

 

表２―１ ウランバートル市 月別平均最高気温（℃） 
年        

月  1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  

2019  -11 .0  -9 .0  3 .4  11 .2  17 .2  24 .0  25 .4  21 .7  21 .6  8 .0  -3 .7  -12 .5  

2020  -11 .4  -7 .0  1 .1  13 .7  18 .2  24 .2  25 .1  21 .6  18 .0  6 .0  -2 .8  -17 .1  

2021  -15 .4  -5 .5  4 .4  9 .8  14 .5  21 .4  25 .2  22 .0  17 .3  8 .3  -1 .8  -9 .8  

2022  -11 .7  -10 .5  1 .6  11 .1  19 .0  23 .5  24 .0  20 .9  19 .7  6 .9  -4 .5  -15 .8  

2023  -15 .0  -6 .4  3 .8  7 .0  16 .1  24 .2  23 .7  22 .9  18 .1  11 .6  -6 .7  -14 .3  

平均  -12 .9  -7 .7  2 .9  10 .6  17 .0  23 .5  24 .7  21 .8  18 .9  8 .26  -3 .9  -12 .9  

 

表２―２ ウランバートル市 月別平均最低気温（℃） 
年        

月  1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  

2019  -29 .6  -32 .7  -14 .7  -10 .7  -6 .0  3 .0  8 .7  5 .8  0 .7  -11 .8  -27 .8  -32 .2  

2020  -26 .7  -27 .5  -22 .0  -11 .2  -2 .3  2 .3  6 .4  7 .8  -1 .1  -11 .9  -24 .0  -32 .9  

2021  -34 .6  -29 .2  -19 .8  -11 .0  -4 .3  -1 .1  9 .8  5 .9  -5 .6  -12 .8  -22 .3  -30 .5  

2022  -26 .8  -27 .7  -20 .1  -9 .7  -5 .8  4 .4  7 .4  1 .1  -2 .4  -10 .1  -30 .6  -28 .4  

2023  -35 .5  -23 .8  -21 .5  -16 .6  -2 .2  5 .3  8 .2  5 .4  -0 .6  -5 .5  -25 .2  -32 .0  

平均  -30 .6  -28 .2  -19 .6  -11 .8  -4 .1  2 .8  8 .1  5 .2  -1 .8  -10 .4  -26 .0  -31 .2  

 

表２―３ ウランバートル市 月別降雨量（mm） 
年        

月  1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  

合計  

2019  1 .2  0 .0  0 .4  4 .2  8 .3  62 .0  95 .7  92 .8  14 .0  2 .6  6 .8  2 .0  290 .0  

2020  0 .2  8 .8  6 .9  1 .1  11 .8  47 .2  92 .3  87 .6  37 .9  2 .6  7 .1  1 .5  305 .0  

2021  2 .6  1 .0  6 .4  26 .3  44 .0  83 .5  45 .0  33 .6  52 .8  2 .9  3 .9  0 .5  302 .1  

2022  0 .4  0 .6  3 .2  6 .6  20 .6  50 .4  79 .9  87 .8  14 .0  12 .2  5 .8  5 .6  287 .1  

2023  0 .0  0 .0  2 .6  12 .7  38 .6  19 .6  127 .8  92 .9  44 .3  2 .6  17 .4  11 .0  369 .5  

平均  0 .9  2 .1  3 .9  10 .2  24 .7  52 .5  88 .1  78 .9  32 .6  4 .6  8 .2  4 .1  310 .8  

出典：国家気象・環境モニタリング庁  

 

 モンゴルの東部地域には広大な草原地域が広がり、西部地域には山岳性森林草原、草原、

砂漠性草原など、様々な植生が見られる。南部地域は主にゴビ砂漠（砂漠性草原）であり、

牧草や野生の果樹が生育する。北部には森林草原地帯が形成され、ロシアとの国境地帯を中

心に針葉樹林帯（タイガ）が広がっている。  

 

 
5  オルホン県の首府エルデネで、501.8mm（2021 年）、516.6mm（2023 年）、ダルハン・オール県の首

府ダルハンで、525.7mm（2021 年）の年間降雨量を記録している。  
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 ２―１―２ 行政単位と人口  

 モンゴルの基本的な行政単位は、日本の県に相当する 21 のアイマグ(a imag)と首都のウラ

ンバートル市である。県の下には郡にあたる「ソム（sum）」が 3306、更にその下に村にあ

たる「バグ（bagh）」が置かれている。また、ウランバートルの下位行政区として、khoroo

が置かれている。  

 世界銀行のデータによれば、2023 年時点でのモンゴルの全人口は 344.7 万人であり、人口

増加率は 1.4%である。  

 首都ウランバートルへの人口集中が進んでおり、全人口の約 49％にあたる 171.3 万人（モ

ンゴル国家統計局 2023）が居住している。  

 ウランバートルへの人口集中が進む中で、住居や道路など都市インフラの整備は遅れてお

り、都市問題が顕在化している。首都の周辺には、ゲル地区と呼ばれる地方からの移住者を

中心とした貧困地域があり、同地区の貧困世帯を含めたモンゴル全体の貧困率は、世界銀行

のデータによれば 2020 年時点で約 27.8％であった7。 

 

２－２ モンゴル国における農業・畜産分野の現状と課題 

 ２－２－１ 農牧業の現状  

 1950 年代以降から市場経済に移行する 1990 年代まで、モンゴルの農牧業は社会主義体制

の中央集権的な生産体制の下で、255 のネグデル（農牧業協同組合）を中核とする集団的な

農畜産業として営まれていた。  

 比較的水が豊富な北部を中心に、遊牧民国家モンゴルに大規模な耕種農業が導入され、国

営農場が建設された。牧草地を耕作地に転じ、大型機械による小麦や飼料作物の生産が行わ

れ、モンゴル国政府の補助と社会主義国間の経済相互援助会議であるコメコンに支えられ、

小麦やジャガイモは自給自足を達成し、小麦や食肉、羊毛、皮革や繊維製品をソ連などに輸

出するに到った。  

 しかし、1990 年、ソ連の崩壊過程の中で､モンゴルは市場経済への移行を開始し、国際通

貨基金を中心とした国際機関の指導の下で、市場経済化を推し進めた。市場経済の混乱の中

で、政府や社会主義国間のサポートが失われたために、農牧業生産と流通体制は壊滅的な打

撃を受けた。  

 1991 年のネグデル、1992 年の国営工場の解体の過程で、家畜、農業機械、貯蔵・加工・  

灌漑施設などが構成員に分配､私有化され、国営企業の民営化が進められたが、社会主義時代

の家畜流通体制が崩壊し、個人の市場へのアクセスが困難となった。また、かつての家畜製

品の輸出先が失われ、家畜頭数が増加し、牧草地の荒廃を招く一方で、社会主義体制の下、

無料で行われていた家畜医療サービスが有料化され、家畜の質の低下などの問題も生じた。  

 モンゴルの農牧業は、1990 年代の半ばまでは GDP の 4 割程度を占めていたが、その後の

鉱業や第三次産業の進展に伴い徐々にそのシェアを落とし、2016 年に於いては農牧業のシェ

アは 12.6％と鉱業の 20.5％、卸・小売業の 16.3%を大きく下回っており8、2023 年には、更

に低下し、10.2％となっている。GDP に占める地位は、このように相対的には低下したが、

労働力人口に占める割合は、2022 年時点でサービスセクター：52.0%に次ぐ第 2 位の 26.0％

であり、国民経済・食料安全保障という観点からも依然として農牧業はモンゴルにとって重

要なセクターである。  

 しかし、厳しい自然条件と広大な国土のため、生産は低水準にとどまり、コロナ禍の影響

も受け、農業・食料バリューチェーンも十分には機能していない9。  

 近年、モンゴル政府は鉱業への過度な依存を避けるべく経済の多様化を進めており、牧畜

 
6  Decentralization Local Governance,  and Local Economic Development in Mongolia,  ADB, 2021  
7  https:/ /www.worldbank.org/en/news/press -release /2021/12/30/mongolia -s -2020-poverty -rate-

estimated-at-27-8-percent（2024 年 9 月 30 日参照）  
8  小宮山博 モンゴル国の農牧業の現状と課題 国際農林業協力 Vol.40（2017）  
9  モンゴル J ICA 国別分析ペーパー（2023）  



 

 

 

6 

 

業を始めとする農業の生産性向上を推進している。2018 年に発表された「三本柱開発政策」

では、安全・安心な畜産製品の国民への供給を目標に掲げており、2020 年に策定された長期

的開発政策「ビジョン 2050」で農牧業を優先経済セクターに位置づけ、先端技術の導入によ

る農畜産品加工促進や輸出振興を目標の一つとしている。  

 

 ２－２－２ 畜産分野の概況  

 牧畜業は、食肉や乳製品などの食料を供給し、カシミヤや食肉等の重要な輸出品目を生み

出す、モンゴル農林水産業の重要なサブセクターである。  

 モンゴルの牧畜業には遊牧業と近代的な定住型の牧畜業が存在するが、大部分が遊牧によ

る。大半の遊牧世帯は、5 畜と称されるウマ、ウシ、ラクダ、ヒツジ、ヤギを年に 4〜5 回の

移動を繰り返しつつ飼育する。  

 遊牧民はこれらの家畜の生産物である肉や乳製品を自家消費する一方、ヒツジを中心とす

る肉用の家畜やカシミヤ、羊毛、ラクダやウマの乳（馬乳酒）、皮革などを販売して現金収

入を得ている。  

 家畜（5 畜）の頭数は、次ページの表に示すように、2023 年時点で合計およそ 6,500 万頭

である。その大半はヤギとヒツジであり、ウマの飼育頭数は約 480 万頭である。  

 

表２－４ モンゴルの家畜の飼育頭数 (単位:1,000 頭) 

年度  
2019 2020 2021 2022 2023 

家畜種類  

ウマ  4,214.82  4,093.86  4,324.44  4,821.07  4,829.69  

ウシ  4,753.19  4,732.01  5,022.23  5,512.84  5,350.76  

ラクダ  472.38  472.93  454.04  470.47  473.85  

ヒツジ  32,267.27  30,049.43  31,086.96  32,747.68  29,409.35  

ヤギ  29,261.66  27,720.25  26,456.09  27,569.40  24,618.23  

合計  70,969.32  67,068.48  67,343.76  71,121.46  64,681.88  

出典：モンゴル国家統計局  

 

 家畜頭数は、1990 年代までは 2,000〜3,000 万頭前後で推移していたが、社会主義体制崩

壊後の市場経済も一因となり（多くの失業者が家畜の飼育を試みた）、2000 年代から急激

に増加し、2022 年には 7,112 万頭に達した（2023 年 モンゴル国家統計局）。  

 下図に示すように、2000 年代に入ってからは､ヒツジと共にヤギの飼養頭数の増加が目立

つが、カシミアの需要の増大がその要因と推察される。  

 

 

出典：モンゴル国家統計局データより調査団作成  
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図２－１ モンゴルの飼養家畜数の変化 （単位：1000頭）
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 増加する家畜頭数および家畜生体の国際取引は、家畜感染症の発生リスクを増加させる。

近年、モンゴルにおいてもアフリカ豚熱などの国境を越えた家畜感染症の発生が報告されて

いることから、モンゴル政府は、2021 年に策定された「新再生政策」で、農牧業の生産拡大

とともに、越境性家畜感染症の対策を重視し、国境検疫の体制整備を重要課題として掲げて

いる（国境検疫の実施状況については、第３章で述べるように、今回の調査で、その課題が

確認された）。 
 

 ２－２－３ 家畜の疾病  

 モンゴルで発生している主な家畜の疾病としては、口蹄疫、炭疽、ブルセラ症、寄生虫感

染症などがある。とりわけ口蹄疫は 2000 年以降、国の東部と中部で断続的に発生し、経済

的損失をもたらしている。  

 

表２－５ 家畜の疾病発生件数 10 

年度  
2019 2020 2021 2022 2023 2024 合計  

疾病  

媾疫     11 1 3 15 

ピロプラズマ症        n.a  

口蹄疫  0 0 365 16 0 0 381 

感染性脳炎  0 0 0 0 0 0 0 

アフリカ豚熱        n.a  

鼻疽     2 3 7 12 

ウマ伝染性貧血        n.a  

炭疽     14  66  6 86 

ブルセラ症     87 31 0 118 

結核  0 0 0 0 0 0 0 

牛 RS ウイルス病  0 0 0 0 0 0 0 

その他        n.a  

出典：総合獣医庁  

 

 本プロジェクトで研究の対象となる媾疫は、交尾によって感染するウマの感染症で、トリ

パノソーマ症の一種である。2013 年以降、帯広畜産大と IVM の研究チームが「家畜原虫病

の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト 2014-2019」（以下、前 SATREPS

と記述）等の支援を受けて実施したモンゴル全土における疫学調査を通じて、モンゴルにお

ける感染状況が初めて確認された。  

 前 SATREPS ではピロプラズマとトリパノソーマ（媾疫トリパノソーマを含む）の簡易診

断キットを開発し、現場の獣医師の診断の効率化に貢献し、診断キットはモンゴル国政府の

承認を受けるなどの成果を上げた。しかし、現段階では媾疫には有効なワクチンや特効薬が

ないため、診断で陽性となった患畜の早期摘発・隔離が本疾病制圧の要諦である。  

 WOAH（国際獣疫事務局）が定める国際ルールにより、媾疫の罹患馬は淘汰することと

されているが、主にロシア経由で輸入される高価な競走馬等の場合は、購入者が淘汰を受け

入れないケースが想定される。また、これまでの研究代表者の調査から、牝馬の場合は、症

状が顕在化しないケースが確認されており、獣医師の診断の網から漏れることも想定され

る。さらに、放牧を基本とするモンゴルのウマの飼養形態から、意図しない自然交配による

感染拡大の可能性も高い。  

 モンゴル政府は 2021 年に公開した「新再生政策」で、農牧業の生産拡大とともに、越境  

 
1 0  この疾病リストはモンゴルにおいて届け出が義務付けられている疾病リストと一致しているわけではな

いため、発生数が「０」となっている疾病は、必ずしも発生がないという意味ではなく、発生はあるもの

の、届出や調査が行われていない可能性がある点に注意する必要がある。  
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性家畜感染症の対策を重視し、国境検疫の体制整備を重要課題として掲げている。  

 今回の現地調査で、輸入馬の 8 割がセレンゲ県を経由してモンゴルに輸入されていること

を確認した。国境での検疫は、関税局の業務であるが、国境地帯に国の係留施設が設けられ

ていないことから、書類審査と目視検査のみで済まされ、書類審査後、モンゴル国内の目的

地（セレンゲ県の場合は民間の資材置き場を活用した代替検疫所）に移動する（到着県で獣

医師による検疫は行われる）。これについては、関税局長も問題として認識している。  

 輸入馬の、輸入時点での媾疫陽性状況については不明だが、輸入馬は種ウマとして在来馬

との交配を繰り返すため、在来馬との間での感染の拡大が懸念されている。  

 モンゴルでは主要な家畜を 5 畜（ウマ、ウシ、ラクダ、ヒツジ、ヤギ）と称するが、ウマ

は、単なる家畜ではなく、文化、競馬、牧畜、伝統的な食文化、観光など、遊牧民の生活に

深く根付く重要な存在である。  

 年 1 回、モンゴルの国民的行事として 7 月に開催される、ナーダムでは、三大競技（モン

ゴル相撲、弓術、競馬）の一つとして草原を疾走する競馬が国民の大きな関心を集める。  

 モンゴルのウマの頭数は、固有種（モンゴル、テス、ガルシャール）とその他種（ミャン

ガド、ウンドゥルシル、ゴビシャンク、ダルカド）を含めて約 480 万頭であるが、モンゴル

政府は、媾疫を含む疾病の制御を通じて、ウマ関連産業を成長産業として育成したいとして

いる。  

 

 ２－２－４ 獣医サービスの現状11  

 モンゴルでは、1990 年代以降、計画経済下の集団農場体制の下で無償提供されていた  

獣医サービスや技術サービスに代わり､サービスの民営化への体制の模索と再構築が図られ

てきた。民営化にあたっては、牧民の側における有料の獣医診療に対する理解度や需要が低

いことに加え、獣医師側の技術的な能力の不足も相まって、多くの獣医師が民間の獣医師と

して営業を継続することが困難となった経緯がある。  

 地方の民間獣医師の多くは、過去のネグデル時代からの担当牧民を顧客として引継ぎ､  

政府が牧民に無償で提供しているワクチン接種や消毒事業等の受託手数料を主な収入源とし

ており、診断や治療による収入は僅かであるとされる。診断・治療の知識と技術向上が望ま

れる他、診断・治療の設備や機器の不足も課題である。  

 大学教員、試験研究機関、政府機関、アイマグやソムの獣医事務所などに勤務する公務員

は、職務の性質上、獣医師免許を所有しないケースもあった。  

 モンゴル政府は、家畜健康法の施行に伴い、国内全 330 のソムにおける農牧業行政・普及

サービスの実施体制の整備を進めてきた。これによって各ソムに 3 名ずつ農牧技術者（普及

技術者）を配置する予定で、うち 2 名は畜産分野の技術者とする予定である。しかしながら、

地方に赴任する獣医師の専門技術能力の不足もあり、技術者の能力向上が急務となっている。  

 地方の民間獣医師の高齢化や技術の向上も大きな課題である。獣医学部を卒業した若い獣

医師は、経済的な理由のみならず、自身の技術力の不足に不安を抱き、地方への赴任を敬遠

する傾向があるとされ、世代交代を進めていくことが課題となっている。  

 モンゴルの獣医師総数は、2019 年時点で約 2,800 名（民間獣医師：1,500 名、公務員獣医

師：1,300 名）であった  

 2024 年 9 月時点での、モンゴルの民間獣医師の数を次ページの表 2-6 に示す。データベ

ースに登録されている民間の登録獣医師の総数は 2,048 名であった。公務員の獣医師の数

は、今回の調査では確認できなかったが、全国の公務員の獣医師の数が民間獣医師と同じ割

合で増えていると仮定して、1,800 名と見積もった場合、全国の獣医師数は、4,000 名程度

と推察される。  

 

 
1 1モンゴル国「モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト」及

び「獣医・畜産分野人材育成能力強化プロジェクト」詳細計画策定調査報告書を基に記述。  
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表２－６ 全国の民間獣医師の数（2024 年時点） 

 県名  

（ウランバートル

市含む）  

各県ソムの数 1 2  民間獣医師の登録数  

1 アルハンガイ  19 142 

2 バヤンウルギー  14 87 

3 バヤンホンゴル  20 20 

4 ブルガン  16 58 

5 ゴビアルタイ  18 58 

6 ゴビスンベル  3 7 

7 ダルハンウール  4 9 

8 ドルノゴビ  14 36 

9 ドルノド  14 77 

10 ドンドゴビ  15 64 

11 ザブハン  24 119 

12 オルホン  2 14 

13 ウムヌゴビ  19 72 

14 ウブルハンガイ  15 35 

15 スフバートル  13 84 

16 セレンゲ  17 52 

17 トゥブ  27 98 

18 オブス   19 66 

19 ホブド  17 42 

20 フブスグル  23 139 

21 ヘンティ  18 107 

22 ウランバートル  (6)  42 

合計   337 2,048 

出典 公務員獣医師及び民間獣医師実践能力強化プロジェクト  

 

  

 
1 2  ソムの数については資料によって異なり正確な数は特定できていない。  
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第 3 章 現地調査結果  

 
３－１ 国家開発計画・政策  

 農牧業セクターは、鉱工業セクターに依存してきた同国の産業多角化の主翼を担う分野と

して重要視されており、モンゴル政府は、2020 年に策定された長期的開発政策「ビジョン

2050」で農牧業を優先経済セクターに位置づけ、先端技術の導入による農畜産品加工促進

や輸出振興を目標の一つとしている。  

 同ビジョンの中で、モンゴル政府は、9 つの達成目標（Goal）（1. 国民国家を築くための

価値観の共有、2.人材開発、3.中流階級の育成、4.経済開発、5.良好な統治、6.環境に配慮

した開発、7.安全・安心な社会、8.地域・地方開発、9.ウランバートルと衛星都市）を掲げ

ているが、そのうち、目標 8:地域・地方開発の目的（Objective 8.3）として、以下のように

記述している。下線を引いた部分が、本プロジェクトの目的と整合している。第三段階は、

農業全体の包括的な記述（スマート農業の促進）となっており、具体的な記述は限定的であ

る。  

持続的な農業  

目標 8.3.  

農業を、環境に優しく、気候変動への適応力、回復力に富み、社会発展のトレンド、ニーズ

に対応し、生産性が高く、経済における持続可能な主要セクターとして発展させる。  

 

第一段階（2021～2030 年）農業生産の資源利用と商業化を強化し、生産量から生産性と質

重視へとセクターを変革する期間  

1.農業生産におけるグリーン  エコノミーの原則を遵守し、気候変動とリスクに適応する能

力を強化し、保険、登録、情報に基づくスマート  システムを開発する。  

2.伝統的な遊牧民の遺産を守りながら、環境に優しい有機畜産を持続的に開発し、集約的な

農業生産を多様化し、クラスター、ロジスティクス、リース  サービスを開発および改善す

る。  

3. 農業分野の人材を育成・強化し、労働価値を高め、安定した雇用を確保し、生活環境と

社会保障を改善する。  

4. 家畜の遺伝資源を評価、記録、持続可能な形で利用・保護し、家畜の繁殖、育種、選抜

を改善し、家畜生産を量から質と生産性へと転換する。  

5.家畜と動物の健康を保護し、動物原料と製品の衛生要件を満たし、公衆衛生を保護し、自

由貿易を促進する。   

6.輪作畑全体の利用率を向上させ、主要な栽培作物が国内需要を十分に満たし、その他の機

能性作物の生産を増やすことを確保する。   

7.農業原料と製品の専門市場、サプライチェーン、バリューチェーンを開発し、その経済的

潜在力と有効性を高める。  

8.農業生産から国民に持続可能な形で食料供給を提供し、加工産業に高品質の原材料を供給

する。  

 

第二段階（2031―2040）農業資源を最大限に活用し、持続可能な生産、効率、生産性を競

う期間  

1. 持続可能な開発に向けた科学的、知識に基づくアプローチで農業生産を発展させ、知識

を消費として発展させ、先進技術と革新を導入し、協力を強化する。  

2. 農産物の原材料と製品の品質評価を確立し、為替取引システムを強化し、資源ベースの

加工工場の能力利用を改善および拡大する。  

3. 農産物の原材料と製品の海外市場を拡大し、一部の原材料と製品の輸入を拒否し、輸出

を増やす。  

4. バリューチェーンの資金調達を改革し、農業生産への投資を増やし、世界中の遊牧民の

発展に貢献する有機畜産物の輸出を増やす .  
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第三段階（2041―2050）スマート農業を発展させる期間  

科学に基づくグリーン生産、バイオテクノロジー生産拡大、オーガニック製品などの開発に

よる輸出の創出など）  

 

３－２ 農業・畜産セクターの開発計画・政策  

 「ビジョン 2050」に基づき、2021 年 12 月に策定された「新活性化政策」は、モンゴルの

経済的自立を強化し、コロナウイルス感染拡大により被った経済的影響を軽減し、国の発展

を妨げる要因を解決することを目的としており、モンゴルの長期開発政策「ビジョン 2050」

の効果的な実施を補完し、国家の経済状況、インフラ、生産性を向上させる、最長 10 年間有

効な中期開発プログラムである。  

 同プログラムは、以下の 6 つの国境検問・検疫所の体制整備や農業・牧畜業の生産拡大掲

げている。  

 

 

1. 国境検問所の復興：旅客・貨物処理能力強化のため、国境検問所のハード・ソフト面のイ

ンフラ整備、運輸・物流競争力強化を目的とする国境検問所と道路・鉄道の接続整備  

2. エネルギー分野の復興：老朽化が進んだ火力発電所の更新、送電網システム拡張、再生可

能エネルギーの開発  

3. 産業の復興：鉱物資源や皮革等、加工施設の開発を通じた輸出製品の付加価値向上、農業・

畜産の生産量増加、ICT・デジタル化の推進  

4. 中心部・農村地域の復興：ウランバートルの混雑解消に向けた公共交通機関開発、衛星都

市・経済特区の設置  

5. グリーン開発の復興：環境汚染物質の除去、廃棄物処理施設の建設による草原環境の改善  

6. 行政の効率性の復興政府機関：ビジネス環境を整えるための法律制定と行政手続きデジタ

ル化、官民連携推進、汚職撲滅  

 

 

 このプログラムの内、畜産関連の政策として、プログラム 3（産業の復興）の下、政策の  

一環として、段階的に付加価値の高い農産物加工工場を建設する目標が設定されており、ダ

ルハンに皮なめし工場と原材料供給のサブセンターを設立する計画と、ウマ副産物の輸出入

に関する検疫、獣医学、衛生要件に関する議定書を中華人民共和国と締結する計画が示され

ている。  

 また、プログラム 4（中心部・農村地域の復興）において、国内の食料需要を満たすため  

の畜産と農業生産の持続的な成長の支援と輸出シェアの拡大が掲げられている。  

 

 2022年に承認された政府決議書において、包括的な家畜感染症予防・制御措置の早期実

施、バイオ製剤の生産の先端技術の導入、診断ラボの能力向上、獣医診療の強化等の取組が

明記されている 13。 

 

 

 
1 3  「モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト」事後評価（モ

ンゴル事務所 2022）  
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３－３ 媾疫対策の現状 

 ３－３－１ 媾疫の感染状況  

 媾疫の感染状況については、帯広畜産大と IVM の研究チームが前 SATREPS 等の支援を

受けて実施したモンゴル全土における疫学調査によって、モンゴルにおける高い感染率が初

めて確認されたことは先に述べた。それ以降、包括的な感染状況調査のデータは存在しない

（帯広畜産大学 井上教授）。現在参照できるデータとして、2014 年に帯広畜産大と IVM

の研究チームによって実施された疫学調査の結果と、2024 年オルホン県の独自予算で実施

された近隣 5 県の疫学調査結果を表 3-1 に示す。 

 

表３－１ 2014 年ウマ血清トリパノソーマ抗体検査結果 

対象県  検査頭数  陽性  陽性割合（%）  

ウブルハンガイ  26 0 0% 

バヤン・ウルギー  105 14 13.3% 

ホブド  109 6 6.4% 

セレンゲ  65 3 4.6% 

バヤンホゴル  57 10 17.5% 

ドルノゴビ  79 5 6.3% 

アルハンガイ   54 0 0% 

フブスグル  62 1 1.5% 

ザブハン  133 5 3.7% 

ドンドゴビ  53 7 13.2% 

ブルガン  11 0 0.0% 

ウムヌゴビ  20 10 50% 

トゥブ  217 33 17.1% 

合計  992 94 9.4% 

出典：前 SATREPS 中間レビュー時のセミナー資料（Amgalanbaatar  T,  Battur B 等）  

 

 オルホン県では、県知事の指示により、2024 年４月 25 日から 5 月 31 日にかけて、オル  

ホン県、ボルガン県、セレンゲ県、フブスグル県、ダルハン県の 202 世帯から、5,474 頭のウ

マを対象にして、採血による媾疫の抗体検査を実施した。  

 

表３－２ 2024 年オルホン県における媾疫検査結果 

対象県  検査頭数  陽性頭数  陽性割合

（%）  

オルホン  3,404 62 1.8 

ブルガン  1,755 26 1.5 

セレンゲ  120 3 2.5 

ダルハン  128 1 0.8 

フブスグル  14 0 0.0 

合計  5,474 92 1.7 

出典：オルホン県獣医局プレゼンテーション資料より調査団作成  

 

 

 



 

 

 

13 

 

表３－３ 2024 年オルホン県における検査対象馬の内容 

対象県  参加世帯  

ウマの区分  

合計  
種牡馬  牝馬  

交雑種  
モンゴル  

在来馬  
交雑種  

モンゴル  

在来馬  

オルホン  97 53 293 322 2,736 3,404 

ブルガン  63 23 73 87 1,572 1,755 

セレンゲ  8 2 9 0 109 120 

ダルハン  20 0 0 0 128 128 

フブスグル  14 0 1 0 66 67 

合計  202 78 376 409 4,611 5,474 

出典：オルホン県獣医局プレゼンテーション資料より調査団作成  

 

 表 3−2 に示すように、対象 5 県全体の陽性率は約 1.7%であり、2014 年の疫学調査時より

は低下しているが、オルホン県、ブルガン県、セレンゲ県では、高い陽性率が示されている。

この 10 年間に、獣医師や遊牧民の媾疫に対する理解が以前に比して深まったこと、検査キッ

トが GAVS により配布されたことで診断が適切になされたなどの要因が考えられるが、調査

対象域の違いや、診断法の違いなども鑑みると、プロジェクト実施後の疫学調査結果と分析

により、対象県における感染状況の把握が待たれるところである。  

 

 ３－３－２ 国境検疫の現状  

 モンゴルにはロシアと中国との国境に 42 の内陸検疫所（ inland port）が設けられている。

本プロジェクトの対象県である、セレンゲ県のロシア国境を経由して輸入されるウマは、モ

ンゴルの年間の輸入馬の割り当て（2023 年は 1,000 頭、2024 年は 500 頭）の 8 割を占める。  

 今回の調査では、モンゴル関税庁のセレンゲ関税局において聞き取りを実施した。  

 聞き取りの内容は以下の通りであり、係留施設がないために、国境では書類審査を行い、

目視程度の簡易な検査をして、ウマを目的地に送ることとしている。関税局としても現状に

ついては是としていないこと、また、セレンゲの場合、民間の貨物会社の敷地を借用して、

簡単な検疫施設として検疫（15 日間の係留）を行っているが、市民の居住地に近いところに、

仮の検疫所を設けていることについても問題として認識しているとのことであった。  

 

 

•  関税庁、関税局ができて 2 年目になる（総合監察庁が関税庁と GAVS として再編成され

た）。セレンゲ県の関税局には 215 名の職員が勤務している。そのうち、50 名が検疫監察

官である。  

 

•  動物、植物、食料品など分野ごとに 7−8 名の監察官が配置されている。業務は 24 時間体

制で、交代制で行っている。  

 

•  動物の検疫官は現在 8 名で、獣医学部を卒業した獣医だが、年間の輸入数を考えると負荷

が大きい。関税庁に増員を要望している。（2024 年は 500 頭の輸入割り当てがあり、7 月

末で 286 頭が輸入された。検疫の対象は、ウマだけではない）  

 

•  セレンゲ以外には、西のバヤンウルギーでも家畜の輸入が行われている、しかし、セレン

ゲの扱いが 8 割に達する。  
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•  ウマの検疫について言えば、問題点は認識しており、本来、国境検疫所で潜伏期間の間、

家畜を留めておくことができればいいのだが、施設が無い。  

 

•  そこで一定の書類審査、目視と体温測定によって異常が無ければ、目的地に送り、到着地

の県獣医局にその後を委ねている。セレンゲの場合、人の居住地にある、民間施設を代替

施設として使っているわけで問題がある。  

 

•  係留（検疫）施設の建設については、県の獣医ラボの新設と同時に ADB によるローンで

設計段階までは進んだが（2013 年に 76 頭の家畜を留めおける施設として設計）、その後

の、社会情勢（COVID-19 や戦争の開始等）で立ち消えとなった（業者の入札まで行われ

た）が、政府には実施の審議を再開して欲しい。  

 

 このように、セレンゲ県の関税局における係留施設が不備なために、国境検疫は的確に行

われていない。輸入されたウマが検査されずに国境を通過して、すぐに目的地に送られてい

るのが現状であるが、施設の整備についての支援は、本プロジェクトの範疇を超える。  

 本プロジェクトで目指すとしていた「検疫体制の強化」として想定される活動とは、国境

検疫の強化を対象とするのではなく、モンゴル国内におけるウマの到着地における、県レベ

ルでの検疫体制（検査・診断体制）の確立であることが明確となった。  

 国境検疫の強化については、セレンゲ県における係留施設の整備状況を注視しつつ、検疫

体制強化に関する政府への提言として含めるか否かを検討することとなろう。  

 

３－４ 本プロジェクト関連先方機関の体制など 

 ３－４－１ 獣医学研究所（IVM）  

 獣医学研究所は 1961 年に、モンゴル国立農業大学（現モンゴル生命科学大学）の家畜研  

究所の支部として設立され、1987 年に獣医学研究所として独立した。モンゴルで唯一の国立

学術研究所であり、家畜の感染症、寄生虫症、非感染症の診断、治療、予防法､治療薬の開発・

製造を担う機関として安定的に運営されている。  

 

IVM の理念  

 

ビジョン：世界的に認められる一流の国立研究機関としての地位を獲得する。  

 

使命：社会に究極の利益をもたらす最高水準の専門的卓越性と倫理の提供を通じて、モン

ゴル国内の公衆衛生と食品の安全分野において、現代の科学技術を先導していく。  

 

業務内容：  

•  新しい診断技術と管理方法を開発することにより、動物と公衆の健康状態を改善する。 

•  人獣共通感染症および複数の宿主病に対する学際的なアプローチを調整し、国の高伝

染性疾患の撲滅に貢献する。  

•  全国、地域、国際的に環境疾患問題と伝統医学をリードする。  

 

出典：IVM のプレゼンテーション資料より調査団作成  
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出典：IVM のプレゼンテーション資料より調査団作成  

図３−１ IVM（獣医学研究所）組織図 

 

 

 現在、11 の研究室を有し、調査時時点でのスタッフの総計は 96 名で、内研究者が 80 名  

（博士号取得者 28 名、修士号取得者 30 名）である。  

 獣医学研究所は､モンゴル側実施機関として、2019 年 6 月に終了した科学技術案件「モン

ゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト」を帯広畜

産大学原虫病研究センターと共に実施した実績がある。  

 また、これまでに多数の国際共同研究に参加している。本プロジェクトにおいても、その

知見を活用し、日本側研究機関、及びモンゴル側の他の研究機関との連携の下、研究活動と

研修活動を進めていくことが期待される。獣医学研究所の過去 5 年間の予算額は以下の通り

である。また、2024 年 9 月時点の外貨交換比率（1 円=23.5 モンゴルトゥグルグ（MNT））

で換算した値は下表の下段に示す通りである。予算は科学技術基金（STF）を通じて執行され

る。  

 

表３−４ 獣医学研究所（IVM）予算（1,000MNT）(JPY 1.00=MNT 23.5) 
 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

IVM年間予算
(1000MNT)  

1,619,275  1,515,197 1,464,226 1,657,362 2,061,106 2,508,996  

円貨  

換算額  
6,891万円  6,448万円  6,231万円  7,053万円  8,771万円  1億677万円  

出典：IVM 

 

 今回の調査時には、現政権誕生に伴う政府の組織再編で、STF が教育省（前教育・科学・

文化・スポーツ省）から、経済開発省に移管されたことから、予算確保や執行のプロセスの

遅れなどが懸念されていた。その点を経済開発省と STF に確認したが、両機関とも SATREPS

に対する理解が高く、予算措置についての懸念は無用であるとの回答を得た。畜産（獣医）

部門をモンゴル政府が重要セクターと位置づけていることも勘案し、IVM の予算確保に問題

はないものと判断した。  
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 各研究室の概略を以下に示す。本プロジェクト実施の際に、中心となって機能することが

期待されるのは、分子遺伝学、病理・組織学、生殖病理・内分泌学研究室である。  

 

表３−５ IVM 研究室概要 

研究室  概要  

感染症・免疫学研究室  研究者：12 名  

•  細菌/マイコプラズマ感染症に対する効果的かつ安全な予防、診

断、制御手段のための革新的な将来技術の研究開発活動の強化  

•  新興・再興細菌・マイコプラズマ感染症に関する研究開発プロジ

ェクトを企画・実施  

病理・組織学研究室  研究者：5 名  

•  動物の感染症や寄生虫症、さまざまな中毒や非感染症の性質や原

因、病因に伴う臓器や組織の肉眼的変化と微視的変化に関する体

系的な研究  

•  動物の人獣共通感染症（鼻疽、結核）、寄生虫症（トリパノソー

マ症、赤血球寄生原虫症）、ウイルス性疾患（羊痘およびヤギ

痘、PPR、マエディ・ビスナ）疾患に対して、組織化学的または

特別な検査法、免疫組織化学的および免疫蛍光法の応用。  

•  気候変動関連の研究  

クモ・昆虫・原虫学研

究室  

研究者：6 名  

•  吸血ダニおよび昆虫の分子生物学および疫学研究を実施し、伝播

される原虫疾患の診断、治療、予防のための新しい方法および技

術開発  

•  家畜や野生動物に寄生するダニや昆虫を介して伝播する病気の分

布と感染を分子遺伝レベルで研究し、社会や経済に与える損失の

把握、防除策開発  

•  動物に寄生する外部寄生虫の宿主と寄生虫の相互作用、それを介

して伝播する病原体の宿主動物への影響、寄生虫の発育段階のメ

カニズム、および寄生虫によって引き起こされる免疫抑制のメカ

ニズム研究  

•  外部寄生虫によって伝播される疾患の制御および予防のための高

度なバイオ製剤、および組換え法を使用した診断製剤のための技

術の開発研究。  

•  ミツバチの健康のための薬品の開発  

寄生虫・蠕虫学研究室  研究者：6 名  

•  世界の先進国における現代獣医学の動向に合わせて、診断の確定

のために、顕微鏡、分子遺伝学、血清学的方法による動物の蠕虫

症の診断研究を強化  

•  蠕虫の卵と幼虫を培養し、顕微鏡検査、分子遺伝学検査、免疫学

的検査によって動物の蠕虫症を診断および確認  

ウイルス学研究室  研究者：7 名  

•  ウイルスに起因する感染症、新興・再興疾患に関する研究、診断

キットおよびワクチン治験の確立、ウイルス流行事例および戦略

に関する政府関係者（GAVS）へのコンサルティングサービス  

•  Lumpy Skin Disease（ELISA 検査や不活化ワクチンの開発）、小

型反芻動物疾患（ヒツジ・ヤギ痘瘡、伝染性膿疱性皮膚炎、PPR

（モンゴルガゼル））、ウマ疾患（EHV、EIAV、EAV）、イヌ

疾患（ジステンパー）、狂犬病（オオカミ、キツネのサンプ

ル）、フラビウイルス病（TBEV、JEV、WNV）、ウシの病気

（BLV、BVDV、IBR、アデノ）、ブタの病気（PRRS、CSF、

HEV）、ベクター媒介性疾患（LSD、EIAV、AHS、JEV）  

繁殖病理・内分泌学研 研究者：5 名  
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究室  •  動物ホルモンの研究と生殖器疾患の診断、および動物の生殖器官

障害の予防と治療のための植物、鉱物、動物組織の原料からの新

薬と製剤の開発  

•  動物の生殖疾患に関する研究  

•  動物用医薬品および飼料添加物の技術研究  

•  動物ホルモンの研究  

•  地元の獣医師への研修を組織し、研究結果に基づいて開発された

新しい診断法や治療法の導入  

•  獣医師、生物学者、生化学者を含む専門学生に対し研究方法論と

トレーニングのサポートを提供  

薬理・毒性学研究室  研究者：5 名  

•  公衆衛生の向上と獣医部門の問題解決。国の政策に従い、技術ベ

ースの医学の研究開発を国際基準に合わせて推進  

•  生態学的に安全な新しい医薬品と医薬品の標準化の理論的および

応用的研究の両方を実施。具体的な診断を実行し、さまざまな獣

医学的病気の予防方法を適用  

若年動物生理・内分泌

学研究室  

研究者：8 名  

•  気候変動に関連した若年動物の成長特性の研究、高度な方法によ

る一般的な疾患における組織および細胞レベルでの生理学的およ

び生化学的変化のバイオマーカーの検出、バイオテクノロジーお

よびナノテクノロジーに基づく治療・予防プロバイオティクス、

プレバイオティクスおよびその他の手法とツールの開発  

•  若年動物の成長生理学、免疫学、耐性に関する研究  

•  若年動物の消化管の微生物生理学、細胞生理学、生化学的代謝お

よび中間代謝に関する研究  

•  若年動物の一般的な病気の診断、予防、治療のための高度な方法

と技術の開発  

•  新規技術プロバイオティクス・プレバイオティクスバイオ製剤の

開発に関する研究  

食品安全・衛生学研究

室 

研究者：4 名  

•  家畜の原材料と製品の品質と安全性の研究、トレーニング、試

験、評価、認証、科学的知見に基づいた新しい研究手法や技術の

開発  

•  食中毒の病原菌の検出とリスク評価  

•  食中毒病原体の抗生物質耐性の監視  (MPTF-FAO) 

•  食品中の残留薬物の検出、食中毒の病原体の診断、および診断研

究のための高度な方法の開発  

•  分子生物学的手法による野生動物の肉種の同定  

•  モンゴルにおける食肉の生産、輸出、獣医師管理改善  

•  食肉生産の衛生管理と品質管理  

分子・遺伝学研究室  研究者：11 名  

•  モンゴルにおける家畜および動物の感染症因子（細菌、ウイル

ス、真菌、マイコプラズマ、原虫）および寄生虫の分子遺伝学の

研究と遺伝子型の多様性、その遺伝子基金の開発  

•  伝染病、寄生虫病、人獣共通感染症の病原体の遺伝子工学、新規

診断法、ワクチン研究  

•  細胞培養、モノクローナル、組換え、ナノボディの技術研究  

•  新薬の技術、薬剤耐性遺伝子（細菌、ウイルス、寄生虫）の研

究、ナノテクノロジー。  

代謝・生化学研究室  研究者：6 名  

•  鉱業を含む、さまざまな製造業者からの廃棄物や汚染、地域の地

質生態学的特徴に起因する家畜の代謝障害を特定および診断  

•  この状況に対抗し、有機農場または集約農場で発生する高リスク
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の代謝障害を治療および予防するための対策の開発と、革新的な

生物学的活性医薬品および育成製品の開発  

出典：IVM のプレゼンテーション資料より調査団作成  

 

 ３−４−２ 総合獣医庁（GAVS）  

 総合獣医庁（GAVS）は、2017 年 12 月に制定された家畜健康法に対応して、家畜および家

畜の健康を管理し、人々に健康的な食物を提供することを使命とする中央執行機関として

2018 年 6 月に設立された。  

 5 つの部署（疫学・情報・研究・統計部（Department of  Epidemiology, Information,  

Research and Statistics）、家畜衛生部（Department of Animal Health Protection）、獣医検

査保証部（Department   of  Veter inary Inspection and Assurance）、獣医監視・リスクアセス

メント局（Veterinary Inspection and Assurance Department）、総務部（Department  of  Public  

Administra tion）、財務・投資部（Department of Finance  and Investment））がある。  

 中央における付属機関として国家中央獣医ラボと国家獣医薬品質管理ラボを管轄する他、

首都と地方の獣医局を管轄している。  

 

 

出典：総合獣医庁からの資料より調査団作成  

図３−２ 総合獣医庁 組織図  

 

 2024 年 9 月時点で、それぞれ、職員数は疫学・情報・研究・統計部が 11 名、家畜衛生部

が 10 名、獣医検査保証部が 11 名である。総合獣医庁全体の職員数についてはデータが得ら

れなかった。  

 GAVS は、前 SATREPS において、プロジェクトで開発した診断キットを国の公式の診断
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キットとして承認するなどの役割を果たしている。今回のプロジェクトにおいても、社会実

装面での関与（媾疫ガイドラインの改定や、情報の普及・発信等）と貢献が期待される。  

 

表３−６ 総合獣医庁（GAVS）予算（単位：1 億 MNT）(JPY 1.00=MNT 23.5) 
 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

GAVS年間予算

（億MNT）  
500 510 510 540 590 699 

円貨換算額  

（億円）  
21.3  21.7  21.7  23.0  25.1  29.7  

出典：GAVS 

 ３－４－３ モンゴル生命科学大学  

 モンゴル生命科学大学は、1942 年にモンゴル国立大学の獣医学部として設立された。  

 1993 年にモンゴル国立農業大学と改称し、更に 2014 年にモンゴル生命科学大学として新

たなスタートを切った。2024 年 9 月時点での学生数は、6,835 名（学部生：4,185 名、大学

院：2,350 名、留学生：300 名）、教員数 748 名である。  

 現在、以下の学部や専門学校などを有しており、コースを提供して学位を授与している。  

•  獣医学部、  

•  動物科学およびバイオテクノロジー学部、  

•  農業生態学部、  

•  工学技術学部、  

•  経済経営学部、  

•  応用科学学部、  

•  3 つの専門学校（ブルガン県の専門学校、トゥブ県の専門学校、セレンゲ県の専門学

校）  

•  2 つの分校（モンゴル生命科学大学のダルハン  キャンパス、モンゴル生命科学大学の

バヤンホンゴル  キャンパス）、  

•  1 つの高等学校、および 4 つの研究機関（獣医学研究所 14、畜産研究所、植物科学およ

び農業研究所、植物保護研究所）  

 

 モンゴル生命科学大学獣医学部は、モンゴル国内で、畜産分野の人材を育成する唯一の学

部である。獣医学部は、1942 年にモンゴルで最初の大学であるモンゴル国立大学の創設時に、

同大学の獣医学部として設置された。今回のプロジェクトで中心となるのは、動物外科・繁

殖学科である。  

 

 ３−４−４ セレンゲ県獣医局  

 セレンゲ県の獣医局は、所長以下、全部で 35 人（家畜衛生課 3 人、行政管理課 6 人、獣  

医ラボ 4 人、ソムの獣医局 21 人）である。獣医ユニットは 48 ヶ所有り、52 名の獣医師が勤

務している。  

 

 

 
1 4  2024 年 9 月現在、獣医学研究所（ IVM）の所属組織は、内閣レベルの協議に委ねられており、未定。  
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出典：セレンゲ県獣医局プレゼンテーション資料より調査団作成  

図３−３ セレンゲ県獣医局 組織図  

 

 ３－４－５ 経済開発省  

 経済開発省は、2023 年 1 月に、前政権によって設けられ（前国家開発庁を母体とし

て）、研究・技術開発を統括して管轄することが決められたため、 IVM の予算執行機関で

ある科学技術基金（STF）も傘下に置かれることとなった。  

 経済開発省の本プロジェクト担当部局は、総合科学技術政策局である。  

 

 

出典：経済開発省ウェブページより調査団作成  

図３−４ 経済開発省 組織図  

 

 ３－４－６ 国家中央獣医ラボラトリー  

 国家中央獣医ラボラトリー（SCVL）はモンゴルにおいて、中央から、現場で遊牧民の家  

畜疾病に対処する民間の獣医師に至る、感染症診断・対策ネットワークの中核となる組織で

ある。感染症・寄生虫による家畜の診断・検査、各県の獣医ラボスタッフに対する研修など

を行っている。  

 所属人数は、2024 年 9 月時点で 52 名である。2019 年時の聞き取り時には、県やソムの獣

医ラボは SCVL 直轄であったが、現在は、GAVS が 22 県の獣医局を統括している。  
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出典：中央獣医ラボ資料より調査団作成 

図３−５ 中央獣医ラボと関連する組織 

 

 組織に関する詳細な情報については、今回の調査では、情報を入手できなかった。  

 

SCVL の使命  

•  獣医学研究所の全国ネットワークを構築し、有資格者による質の高いサービスを提供す

る。  

戦略目的  

•  迅速で信頼性の高い品質と管理システムを導入することにより、標準的な獣医療サービ

スのネットワークを確立する。  

 

 SCVL の年間予算は、MNT13 億（円貨換算：約 5,530 万円）である。  

 

表３−７ ＳＣＶＬ年間予算  

2019  2020  2021  2022  2023  2024 

MNT 
1.3 billion  

MNT 
1.3 billion  

MNT 
1.3 billion  

MNT 
1.3 billion  

MNT 
1.3 billion  

MNT 
1.3 billion  

5,530 万円  5,530 万円  5,530 万円  5,530 万円  5,530 万円  5,530 万円  

出典：中央獣医ボラトリー  

 

 ３−４−７ 食料・農牧・軽工業省（MOFALI） 

 食料・農牧・軽工業省は、本プロジェクトには直接参加しないが、協力機関として位置づ

けられており、また、総合獣医庁の監督官庁であることから、参考までに、次ページに組織

図を示す。  
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出典：食料・農牧・軽工業省ウェブサイトより調査団作成  

図３−６ 食料・農牧・軽工業省組織図 

 

３−５ 畜産セクターにおける我が国および JICA の援助方針と実績 

 ３―５―１ 我が国と JICA の援助方針  

 我が国の対モンゴル国別開発協力方針（2017 年 12 月公開）で、我が国は、モンゴルに対

する開発の重点分野として、以下の三つの重点分野を掲げている。  

•  重点分野 1：健全なマクロ経済の実現に向けたガバナンス強化  

•  重点分野 2：環境と調和した均衡ある経済の実現  

•  重点分野 3：包摂的な社会の実現  

 援助方針の中で、重点分野 2 のための開発課題として「産業多角化の推進と地域開発戦略

の強化」を掲げている。  

 また、JICA の課題別事業戦略（グローバル・アジェンダ）「5. 農業・農村開発（持続可  

能な食料システム）」では、主要な取組として「持続可能な畜産振興～ワンヘルス推進に向

けて～」が掲げられている。  

 なお、現在モンゴルで実施されている「公務員獣医師及び民間獣医師実践能力強化プロジ

ェクト」、「遊牧民伝承に基づくモンゴル草原植物資源の有効活用による草地回復プロジェ

クト」、「結核と鼻祖の制圧プロジェクト」は、対モンゴル事業展開計画（2023 年 4 月）の

中で、「重点分野 2（中目標）：開発課題 2―1（小目標）産業多角化の推進と地域開発戦略

の強化」のための案件に位置づけられており、本事業も同様に重点分野 2 の下に分類される

ものと思われる。  

 

 ３―５―２ 援助実績  

 畜産セクターにおける我が国の支援は、1990 年代前半に実施された、ウランバートル乳

製品工場、ダルハン食肉加工場施設の復旧・施設改修の無償援助を以て嚆矢とする。  
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 2001 年のゾド災害に対しては約 13 億円の緊急無償援助を実施した。また、家畜用井戸の

新設・更新、適正な草地管理のための調査（2003-2006）を行ってきた。  

 家畜衛生分野においては、モンゴル国立農業大学の免疫研究センター（現在は獣医学研究

所）を拠点とする技術プロジェクト「家畜感染症診断技術改善計画（1997-2002）」と 2 年間

のフォローアップ協力（2003-2005）を実施した他、JICA の現地国内研修プログラムとして

「地方獣医師育成計画（2006-2009）」がモンゴル農業大学、獣医学研究所と中央獣医ラボの

連携で実施されている。  

 その他、作物生産と畜産経営を組み合わせた生産性の高い畜産経営を目指して、北部 3 県

を対象とした「複合農牧業経営モデル構築支援プロジェクト（2006-2009）」が実施された。  

 2014 年 6 月より 2019 年 5 月末まで、モンゴルにおける最初の科学技術案件（SATREPS）

「モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト」が

実施された。  

 現在は、畜産分野で、技術協力プロジェクトの 3 案件（公務員獣医師及び民間獣医師実践

能力強化プロジェクト、結核と鼻祖の制圧プロジェクト、遊牧民伝承に基づくモンゴル草原

植物資源の有効活用による草地回復プロジェクト）が実施中である。  

 

表３−８ 我が国のモンゴル畜産分野での協力実績 

協力方式  プロジェクト名  期間  概要  備考  

技術協力

（SATREPS）  

結核と鼻祖の制

圧プロジェクト  

5 年間  

2020.11-
2025.10  

人獣共通感染症である結核と

鼻疽（びそ）に対する検査室

の診断機能強化、疫学調査、

およびワンヘルスアプローチ

による防疫対策を行うプラッ

トフォームを機能させ、将来

の科学的根拠に基づく結核お

よび鼻疽対策活動の実現に向

けたワンヘルス研究基盤の確

立、科学的根拠に基づく結核

および鼻疽の対策活動の実践

を目指す。  

実施機関：  

保健省、教育

省、食料・農牧

業・軽工業省、
GAVS 
 

北海道大学  

技術協力

（SATREPS）  

遊牧民伝承に基

づくモンゴル草

原植物資源の有

効活用による草

地回復プロジェ

クト  

5 年間  

2020.7- 2025.7  

モンゴルでは、市場経済への

移行後、家畜の飼養頭数が急

増し、「過放牧」が常態化

し、草原の植物群落に被害が

発生している。冬場の酷寒期

に牧草が不足し、多くの家畜

が餓死し、遊牧生活を放棄せ

ざるを得ない遊牧民が増えて

いる。モンゴルの環境に最適

な新規牧草品種開発による草

地回復、薬草等在来資源の有

効活用を促進し、農牧業セク

ターの持続的な発展に寄与す

る。  

実施機関：  

モンゴル国立大

学応用理工学部  

 

東京大学、京都

大学、東北医科

薬科大学、農研

機構  

技術協力  公務員獣医師及

び民間獣医師実

践能力強化プロ

ジェクト  

5 年間  

2020.6-2025.6  

家畜疾病対策等の役割を担う

獣医師・畜産技術者の能力の

低さが、モンゴルの畜産業の

発展を阻害している。社会人

獣医師等の実践能力の強化を

通じて、同国の畜産業発展に

モンゴル生命科

学大学 ,  獣医学

研究所、国家中

央獣医ラボが参

加。  
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資する。  北海道大学  

技術協力

（SATREPS）  

モンゴルにおけ

る家畜原虫病の

疫学調査と社会

実装可能な診断

法の開発プロジ

ェクト  

5 年間  

2014.6−2019.5  

モンゴル国初 SATREPS プロ

ジェクトとして実施。家畜原

虫病の分布マップの作成、原

虫病の簡易診断キットの開

発。  

獣医学研究所

（IVM）と帯広

畜産大学による

共同研究。  

技術協力  獣医・畜産分野

人材育成能力強

化プロジェクト  

5 年間  

2014.4−2020.6  

（当初 5 年間の

予定であった

が、13 ヶ月の延

長により 2020

年 6 月まで実

施）  

モンゴル国内で獣医・畜産分

野の人材育成の中心的役割を

担うモンゴル国立農業大学獣

医学部の能力向上（教育カリ

キュラム、教員の指導能力向

上、社会人教育の内容改善）

を目的として実施。  

モンゴル農業国

立大学は 2014

年、モンゴル生

命科学大学に改

名。  

技術協力  地方獣医師育成

計画（現地国内

研修）  

3 年間  

2006.7-2009.7  

獣医学研究所（ IVM）、中央

獣医ラボ（SCVL）などにお

ける県獣医官への感染症の診

断技術等の研修  

IVM と SCVL の

連携による実

施。  

技術協力  複合農牧業経営

モデル構築支援  

3 年間  

2006.6-2009.6  

作物と生産性の高い畜産を複

合化した経営モデルの形成を

通じて、ゾドや旱魃にも対応

出来る持続的な経営モデルの

構築。  

北部 3 県（ボル

ガン県、ダルハ

ンホール県、セ

レンゲ県）の 8

ソムを対象。牧

民、協同組合、

普及センターと

連携して活動。  

技術協力  家畜感染症診断

技術改善計画  

5 年間  

1997-2002 
(F/U:2003-
2005)  

モンゴル国立農業大学獣医学

部への家畜感染症の診断技術

指導  

帯広畜産大、岐

阜大  

技術協力  動物検疫  2000 動物検疫の実情調査改善計画

の提案  

 

開発調査  ゾド対策地方牧

畜業体制改善支

援計画調査

(M/P 調査)  

3 年間  

2003.2-2006.3  

1990-2000 年のゾドを契機

に、井戸の新設復旧と適正な

牧養力に基づく利用管理計画

の策定。  

ゴビ・ステップ

地域の 3 県(ドン

ドゴビ、ドルノ

ゴビ、ウムヌゴ

ビ)を対象とした

概定計画、ドル

ノゴビ県につい

ての詳細計画策

定と実証調査。  

緊急無償援助  ゾド被害対策

（風雪害）  

2001 1999/2000 年のゾドで計 490

万頭の家畜が死亡した。小麦

粉、無線機、発電機、井戸ポ

ンプの供与。  

第一次：約 10 億

円、第二次:約 3

億円  

開発投融資  モンゴル馬肥育  1996-2001 モンゴル馬の肥育試験事業の

融資と技術移転  

 

無償資金協力  ダルハン市食肉

加工施設整備  

1994-1995 ダルハン市の国営食肉加工場

の施設、冷蔵庫の整備  

約 20 億円  

無償資金協力  ウランバートル

乳製品加工施設

整備  

1994 ウランバートル市の国営乳製

品加工場の施設整備  

約 9 億円  

出典：畜産技術協会（2008 年 3 月）『国別畜産開発支援計画作成事業モンゴル国現地調査報告書  p.72』

及び J ICA ウェブサイトより作成  
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３－６ 他主要ドナーによる支援活動状況と連携の可能性 

 畜産分野は FAO、ADB、世界銀行、及び JICA と共に、SDC が主要ドナーとなってい

た。  

 SDC は、ウェブサイト上で、「民主主義、人権、男女平等、気候変動と環境、包括的経  

済発展（畜産分野含む）の分野でモンゴルを支援してきたが、モンゴルとの 20 年間にわた

る 2 国間開発協力を 2024 年までに終了する」と報告している。  

 現在、実施されている牧畜分野（一部農業分野）の主な協力案件について、以下の表にと

りまとめた。  

表３−９ 主要ドナーの実施案件 

ドナー  タイトル  概要  

WHO/FAO/  

WOAH 

One Heal th 

Approach to 

Manage 

Ant imicrobial 

Resistance 

(AMR) and 

Ant imicrobial 

Use (AMU) in 

Mongolia  

*モンゴルの遊牧民は、地区や県の中心部、地区の町にある

保健所や獣医クリニックから遠く離れた場所に孤立して暮

らしており、家畜を自己診断し、抗菌剤を使って治療する

ケースが見られる。  

*WHO の抗菌剤消費監視報告書によると、2016-2018 年の

モンゴルの抗生物質消費量（AMC）は非常に高い結果とな

っている。  

*獣医サービスによる抗菌剤使用のサーベイランス、モニタ

リング、適切な理解の促進と管理方法の導入  

*実施期間：2023-2025 

World Bank

（IDA）  

Virtual 

Cooperatives of 

Pastoral 
Livestock 

Communities  

*デジタル技術とサービスを活用して、対象地域の遠隔地の

牧畜コミュニティの生活と生活の質を向上させる。  

*日本社会開発基金によって資金提供され、世界銀行による

管理  

*アルハンガイ、ウブルハンガイ、ホブド 3 県の遊牧民を対

象にして、仮想協同組合への動員、遊牧民と市場とのリン

ケージを実施する。  

*実施期間：2023-2026 

Livestock 

Commercializatio

n Project  

*プロジェクト対象地域における家畜の健康、生産性、およ

びターゲットバリューチェーンの商業化を改善し、緊急事

態の場合に迅速かつ効果的な対応を提供する。  

*家畜衛生サービス（2 千万ドル）、バリューチェーン商業

化（8 百万ドル）、プロジェクト実施支援（2 百万ドル）及

び緊急事態対応の 4 つコンポーネントから成る。ローン総

額 3 千万ドル。  

モンゴル側予算：800 万ドル  

*実施期間：2019.12−2025.6 

出典：各機関のウェブサイトより作成  

 

 表 3-9 に示した協力案件については、活動内容、協力期間、対象地区などの関係から、緊

密な連携が可能と思われる案件は見当たらないが、この他に WOAH は、2025 年中に

Nature for  Health Project をモンゴルで開始するとしているため、情報を入手し、活動の内

容によっては、連携を模索することが望ましい。  

 

  



 

 

 

26 

 

第4章 プロジェクトの基本計画  

 

４−１ 基本計画 

  (1) 案件名：媾疫撲滅に向けた研究および防疫基盤の確立  

  (2) 対象地域：5 県（トゥブ、セレンゲ、ドルノド、ブルガン、オルホン）  

  (3) プロジェクトサイト：モンゴル獣医学研究所内に執務用デスクの確保  

  (4) 本プロジェクトの受益者  

    直接受益者：カウンターパート機関の研究者、プロジェクト対象地域の牧畜民およ

び獣医師   

    間接受益者：モンゴルの馬産業関係者    

  (5) 実施期間：2025 年より 2030 年（5 年間）  

  (6) 案件の枠組  

  【上位目標】：承認された媾疫対策措置がプロジェクト対象地域以外でも実施される。   

  【プロジェクト目標】：プロジェクト対象地域において媾疫対策手法が確立される。   

  【成果と活動】  

成果 1：プロジェクト対象地域におけるそれぞれの飼育形態に応じた関係者への介入方法が

特定される。    

活動 1−1：現行システムの調査・分析を行う。  

活動 1−2：介入試験を実施する。  

活動 1−3：プロジェクト対象地域における関係者の意識啓発を行う。  

活動 1−4：政府機関による媾疫対策のための指導に向けた準備を進める。  

成果 2：媾疫の病態が学際的アプローチによって明らかになる。  

活動 2−1：潜伏感染馬の調査を行う。  

活動 2−2：宿主特異性の突然変異解析を実施する。  

活動 2−3：病理解析を行う。  

活動 2−4：抗トリパノソーマ薬の候補化合物を探索する。  

活動 2−5：当該研究分野における能力開発を行う。  

成果 3：交尾による媾疫の伝播を防ぐためのウマの繁殖補助技術が確立される。  

活動 3−1：モンゴルのウマに最適な人工授精技術を確立する。  

活動 3−2：精液・胚の消毒技術を開発する。  

活動 3−3：ウマ遺伝資源を収集する。  

活動 3−4：人工授精の普及と適切な繁殖管理を行う。  

 

  【投入】  

 ＜日本側＞  

   1) 専門家派遣  

   長期専門家  

   業務調整員  

   短期専門家  

   原虫病学専門家（2 名）  

   農業経済学専門家（2 名）  

   病理学専門家（2 名）  

   繁殖学専門家（1 名）  
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   2) カウンターパート研修 （本邦研修）  

   3) 本プロジェクトに必要な機材・資材の供与（PCR 増幅反応装置、次世代シーケン

サー、ディープフリーザー、車両等を予定）  

   4)  プロジェクト経費支援  

 

  ＜モンゴル側＞  

   1) カウンターパートおよび事務員などの配置  

   プロジェクト・ダイレクター（経済開発省 総合科学技術政策局長）  

   プロジェクト・副ダイレクター（獣医学研究所所長）  

   プロジェクト・マネージャー（獣医学研究所研究員）  

   各分野の研究者  

   2) 日本側専門家執務室（獣医学研究所内）とこれに係る光熱費、什器・備品  

   3) プロジェクト運営費（モンゴル側研究者の給与、国内旅費、車両燃料費等）  

   4) プロジェクトに必要なデータ（統計情報、写真、位置情報、論文等）  

 

４−２ プロジェクトの実施体制 

  (1) 実施体制  

 プロジェクトの実施体制は、次ページの図 4-1 に示す通りである。  

 モンゴル側実施機関の IVM は、帯広畜産大学の研究者から成る日本人専門家チームと  

の共同研究を行う（右下、赤の枠内）。MULS の獣医学部からも若干名の研究者の参加が予

定されている。  

 モンゴル側の協力機関（左下、紺の枠内）としては、政府機関として、食料・農業・軽工

業省、GAVS、国家中央獣医ラボ（SCVL）、対象県の獣医局・獣医ラボを想定している。特

に、GAVS は行政面での支援を通じて、社会実装に貢献することが期待される。県の獣医師・

ラボ職員は、IVM の研究者とともに技術移転の対象である。  

 JICA と JST（図中、右上部）は、プロジェクトから提出されるモニタリングシートを通

じて、プロジェクトの進捗を管理する。  

 モンゴル側の活動予算は、経済開発省（Ministry of Economy and Development）傘下の科

学技術基金（Mongolian National Foundation of  Science and Technology 図中、中央上部）

から執行される。
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図４―１ プロジェクト実施体制図 
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  (2) 実施機関  

   1) モンゴル側  

   責任機関  

   経済開発省  

   実施機関  

   獣医学研究所  

   2) 日本側  

   実施機関  

   帯広畜産大学 原虫病研究センター  

 

  (3) 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee（JCC））  

 

 合同調整委員会は、年に少なくとも 1 回開催、或いは、必要に応じて開催され、プロジェ

クト全体の運営管理を行う最高の意志決定機関として以下の業務を行う。  

 

  合同調整委員会メンバーの機能  

 

   1) プロジェクトの進捗の確認  

   2) 必要に応じて全体計画の改訂  

   3) 年間作業計画の承認  

   4) PDM および PO を含むフレームワーク修正の提案  

   5) プロジェクトの評価の実施  

   6) プロジェクトの実施中に生じる主要な問題について意見交換  

 

 合同調整委員会のメンバーは以下の通りである。  

 

  合同調整委員会メンバー  

 

   1) 議長  

    プロジェクト・ダイレクター（経済開発省 総合技術科学政策局長）  

 

   2) メンバー  

   2)-1 モンゴル側委員  

    ①プロジェクト・副ダイレクター（獣医学研究所所長）  

    ②プロジェクト・マネージャー（獣医学研究所研究員）  

    ③プロジェクト研究員（IVM）  

   2)-2 日本側委員  

    ①チーフアドバイザー  

    ②業務調整員  

    ③プロジェクト日本人専門家  

 

   3) その他参加者  

   3)-1 モンゴル側  

    ①財務省対外融資援助局代表  

    ②総合獣医庁獣医サービス局長  

    ③モンゴル科学技術基金局長  

    ④食料・農業・軽工業省畜産政策局代表  

    ⑤モンゴル生命科学大学科学担当副学長 

    ⑥モンゴル生命科学大学獣医学部長  
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   3)-2 日本側  

    ①JICA モンゴル事務所代表  

    ②日本大使館職  

    ③JICA 本部  

    ④JST 

    ⑤必要に応じて他に関係する者  
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第 5 章 プロジェクトの事前評価  

 現地調査結果の結果を踏まえて、策定したプロジェクトの基本計画を第 4 章に記述した。  

 この基本計画について、事前評価を行った結果を以下に述べる。評価は 5 段階（高い、概

ね高い、中程度、やや低い、低い）で実施した。  

 

５−１ 事前評価結果 

 ５－１－１ 妥当性  

 当プロジェクトの実施の妥当性は、以下の理由から高いと思われる。  

  (1) モンゴル国の開発政策との整合性  

 モンゴルにおいて、農牧業セクターは、鉱工業セクターに依存してきた同国の産業多角化

の主翼を担う分野として重要視されており、モンゴル政府は、2020 年に策定された長期的

開発政策「ビジョン 2050」で農牧業を優先経済セクターに位置づけ、先端技術の導入によ

る農畜産品加工促進や輸出振興を目標の一つとしている。  

 同ビジョンの中で、モンゴル政府は、9 つの達成目標（Goal）（1. 国民国家を築くための

価値観の共有、2.人材開発、3.中流階級の育成、4.経済開発、5.良好な統治、6.環境に配慮

した開発、7.安全・安心な社会、8.地域・地方開発、9.ウランバートルと衛星都市）を掲げ

ているが、そのうち、「目標 8:地域・地方開発の目的 8.3」の中で、「2.伝統的な遊牧民の

遺産を守りながら、環境に優しい有機畜産を持続的に開発し、集約的な農業生産を多様化

し、クラスター、ロジスティクス、リース  サービスを開発および改善する。」、「4.家畜

の遺伝資源を評価、記録、持続可能な形で利用・保護し、家畜の繁殖、育種、選抜を改善

し、家畜生産を量から質と生産性へと転換する。」、「5.家畜と動物の健康を保護し、動物

原料と製品の衛生要件を満たし、公衆衛生を保護し、自由貿易を促進する。」と述べてい

る。  

 また、「ビジョン 2050」の効果的な実施を補完するために、策定された中期開発プログ

ラムである、「新活性化政策」においては、国境検問・検疫所の体制整備や農業・牧畜業の

生産拡大掲げている。  

 本事業は、ウマの媾疫の制御（媾疫の感染状況の実態の解明、衛生的な繁殖技術（人工授

精）の導入、媾疫対策に関する政府への提言）を通じて、遊牧民にとってかけがえのない存

在であるウマの健康的を守り、長期的には、モンゴルの畜産業発展に貢献するものであるか

ら、モンゴル国の政策と整合性を持っている。  

  (2) モンゴル国の研究者、獣医師、遊牧民のニーズとの整合性  

 モンゴル国の農牧業（農業・畜産）は、鉱業に次いで GDP の約 10％を占め（世界銀行、

2023 年）、労働人口のおよそ 3 割が従事する同国の基幹産業である。しかし、各種家畜疾病

の蔓延、および農畜産品の安全性の確保等への対策が不十分であることが同セクターの課題

となっている。  

 媾疫については、前 SATREPS において、IVM と帯広畜産大学の共同研究チームが診断キ

ットを開発し、国の公式の診断キットとして承認するなどの、診断の段階での成果を挙げた

が、媾疫の感染制御のプロセス全体を見れば、今後は、検査や診断に加えて、感染防止が重

要な意味を持つことは言うまでもない。  
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 媾疫は、交尾で感染することから、その制御には、衛生的な繁殖技術（人工授精）の導入

を中心に、本プロジェクトで取り組むことが予定されている精液や胚からの原虫の除染技術

や、治療薬候補化合物の特定等も期待されるところである。  

 現在のところ、ウマの人工授精については、モンゴルでは実施例がないとされており、現

場の獣医師達にも技術移転が必要となる。  

 IVM には、これらの技術の蓄積がないため、本プロジェクトでの技術移転を必要としてお

り、本プロジェクトはモンゴルの研究者や獣医師のニーズにも整合している。  

 ウマは、遊牧民にとって重要な家畜であり、治療法が無い媾疫の感染を防止することは、

遊牧民のニーズに合致している。今回の調査では、獣医師だけでなく、遊牧民の間でも、媾

疫予防への関心が高まりつつあることが確認できた。  

 

 ５－１－２ 整合性  

 当プロジェクトの整合性は以下の理由から高いと考える。  

  (1) 我が国の援助政策との整合性  

 対モンゴル国別開発協力方針（2017 年 12 月）において、我が国政府は、重点分野「環境

と調和した均衡ある経済成長の実現」のために「モンゴル側の自主的なイニシアティブを前

提としつつ、持続可能な鉱物資源開発の実現に向けた人材育成、農牧業分野等における産業

多角化の推進及び産業発展を担う人材の育成、地域開発戦略の強化、環境に優しく、かつ防

災面に配慮した安全な都市の開発、成長を支える質の高いインフラの整備を通じた連結性の

強化等」することを掲げており、本事業はこの方針に一致する。  

 日本大使館での聞き取りにおいて、本プロジェクトは、「モンゴルの遊牧民にとって特別

の存在であるウマの感染症の制御を扱う案件であることから、大使館としても支援を惜しま

ない」旨のコメントがなされている。  

 更に、JICA の課題別事業戦略（グローバル・アジェンダ）「5. 農業・農村開発（持続可  

能な食料システム）」の主要な取組「持続可能な畜産振興～ワンヘルス推進に向けて～」に

位置づけられている。  

  (2) グローバルフレームワークとの整合性  

 媾疫は感染すると現在のところ治療が不可能な感染症である。感染したウマは、交配によ

って、感染馬を増やし、また、感染馬は体力を失い、モンゴルの冬季の厳しい環境に耐える

ことができず死亡に至る。同疾病によるウマの死亡数を減らすことは、遊牧民や馬関連産業

者の経済的損失を減少させることが期待される。よって、プロジェクトは SDGs の「目標

1：貧困の撲滅」に整合する。 

 

 ５－１－３ 有効性  

 当プロジェクトの有効性（目標達成度）は概ね高いと思われる。  

【プロジェクト目標】：プロジェクト対象地域において媾疫対策手法が確立される。  

 プロジェクト目標の達成の見込みは高いと思われる。日本側の実施機関である帯広畜産大

学原虫病研究センターはモンゴル側の実施機関である IVM と、前 SATREPS にてモンゴルに

おける媾疫の存在を明らかにし診断キットの開発を成し遂げている。前 SATREPS の参加を

通じて、モンゴルでの研究活動に深い理解を有するチーフアドバイザー他の研究者が参加す
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ることに加え、IVM 側も、帯広畜産大学を始めとする他国際機関との研究上の交流を通じて、

研究者が経験を積み、育成されてきている。IVM ではプロジェクトのための研究員の配置も

既になされている。  

 今回のプロジェクト目標達成のために、成果 1、成果 2、成果 3 が手段として設けられて  

いる。中にはチャレンジングな研究活動（特に、成果 2 の活動 2−4 抗トリパノソーマ薬候補

化合物の探索、成果 3 の活動 3-2:精液と胚からの原虫の除染）が含まれているが、実現可能

性の高い活動群が多くを占めていることによって、目的とする成果は概ね達成され、結果と

して、プロジェクト目標の達成度も概ね高いものと考える。  

 モンゴル政府に対する媾疫制御の政策提言を行う（ガイドラインの作成）予定としており

その内容がモンゴル政府（GAVS）に承認されるかどうかが PDM の外部条件として設定され

ているが15、現地調査の段階では、GAVS はプロジェクトの内容を理解し、媾疫の制御活動

に対し支援の姿勢を見せている。  

 

 ５－１－４ 効率性  

 当プロジェクトの効率性は概ね高いものと思われる。  

 モンゴル側に供与される資機材については、これまでに供与された資機材を有効に活用す

ることを念頭に、必要な機材に絞って投入が行われる予定である。  

 今回の現地調査でも、モンゴル側はこれまでに供与された機材のメンテナンスを適切に行

い、活用していることが確認できた。  

 また、帯広畜産大学原虫病研究センターを中心として、モンゴルでの活動（研究だけでな

く、獣医師に対する研修と教育）に経験を有する研究者が我が国から派遣されること、また、

モンゴル側からも、日本の研究者との共同研究の経験を有する研究者が参加することは、前

節でも言及した。これによって、円滑なコミュニケーションを通じた効率的な活動の実施が

期待される。  

 

 ５－１－５ インパクト 

 上位目標の達成可能性は概ね高い。  

  (1) 上位目標の達成可能性  

 【上位目標】：承認された媾疫対策措置がプロジェクト対象地域以外でも実施される。   

 上位目標の達成可能性について、今回の現地調査でウマの媾疫に対する関心は遊牧民の間

で高まっていることが確認できた。前 SATREPS で IVM は各県の行政や遊牧民とのネットワ

ークを築いており、また、GAVS も、媾疫に対して積極的に取り組む姿勢を見せていること

から、媾疫の制御対策が技術面で確立されれば、対象県以外の各県に迅速に普及する可能性

は高いと思われる。  

  (2) その他のインパクト  

 技術面や社会・経済面で、大きな正のインパクトが期待される。  

 技術面  

 
1 5前 SATREPS で作成した媾疫のガイドラインが獣医師や遊牧民に公開されているが、SATREPS 関係者

が記述した内容に GAVS が変更を加えた由、内容に不適切な点が見られる（現行ガイドラインは媾疫の治

療法について言及しているが、実際に治療法は無い）。そうした経緯から、改訂ガイドラインの内容の承

認を外部条件として加えている。  
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•  ウマの人工授精はモンゴルでは実績がないため、本プロジェクトでの導入は、モンゴ

ルの獣医師の技術・技能の向上に資する。  

•  媾疫に対する治療薬候補化合物の特定や、精液や胚から原虫病を除染する技術など、

新規技術が開発された場合、モンゴルのみならず、世界の畜産業界に大きな科学的な

インパクトをもたらすことが期待される。前 SATREPS の終了時評価報告書には、「簡

易診断キットの利用は、モンゴルのみに留まらず、世界規模での家畜の原虫病に対す

る予防・対応策の確立のモデルとなる可能性がある。その他にも、動物検疫での利用、

モンゴル国内の獣医師とモンゴル生命科学大学への教材提供などのインパクトが期

待される。」との記述があるが、本プロジェクトによって導入される技術（予防技術）

と診断キットとの組み合わせを以て、家畜の原虫病予防・対応策確立の仕上げの段階

に到達するものと考える。  

•  日本人専門家との共同研究、本邦研修、論文作成や国際学会での発表を通じたモンゴ

ル側研究者の研究・研修能力の向上  

 社会・経済面  

•  家畜疾病の予防或いは適切な診断が行われることによる畜産業の生産性向上と経済

的損失の回避16と遊牧民の生活向上、畜産製品の輸出の促進、安全な食品の供給によ

る消費者の自国畜産健康品への信頼の高まり、健康促進等が期待される。  

•  獣医師の実践能力向上による社会的ステータス（遊牧民の信頼）の向上がなされる。 

 

 ５－１－６ 持続性  

 プロジェクトの持続性は現時点では、概ね高いと判断する。  

 政策面  

 牧畜は鉱業とならびモンゴル国の最重要セクターの一つであり、その生産性の向上は国民

の多くを占める牧民の生活向上に欠かせない要素であるため、モンゴル国政府の畜産業重視

の政策は、国家戦略などのマクロレベルでは、本プロジェクト終了後も継続されると見て良

いであろう。  

 また、プロジェクトの成果を、全国に展開していくためには、行政の政策的な支援が必要

であると考えられるが、前 SATREPS の例を見ると、IVM と GAVS の連携により、開発した

診断キットについてある程度の普及がなされた（上位目標）と考えられ、JICA の事後評価

（2024 年 2 月実施）においても、事業の継続性について、高い評価を得ている。以下に、事

後評価での前 SATREPS の上位目標の達成状況を示す。  

  

 
1 6  「モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト」の終了時評価

報告書では、「ウマのトリパノソーマ症は理論上 164 億 MNT の損失（邦貨：約 68 億円）に加えて、肥

育率の低下と治療費が発生する。現場診断キットを活用し、ジミナゼンなどで適時に治療することによ

り、モンゴル社会に最大 2,400 億 MNT（100 億円）規模の利益をもたらすと期待される。」としている。  
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表５－１ 事後評価結果（上位目標の達成状況） 

前SATREPSの上位目標  

ガイドラインに基づき、簡易迅速診断キット及びELISA診断キットを用いて、家畜原虫病の予防と対  

策が実施される  

指標1：簡易迅速診断

キットがモンゴルの獣

医師サービスユニット

の40％に配布される  

達成状況：おおむね計画通り達成  

（事後評価）  

政府に調達された簡易迅速診断キットは、国立中央獣医研究所や、首都獣医  

局及び県獣医局に提供され、そこから獣医師サービスユニットに配布され

る。  

獣医師サービスユニットへの配布データは入手できなかったため、獣医師サ

ービスユニットに配布された数は確認できなかったものの、下表のとおり

2022年には全国すべての獣医局に簡易迅速診断キットが配布された。  

年  
全国の  

獣医局数  

簡易診断キットを受け取った獣

医局の数  
割合  (%) 

2018 20 15 75  

2019 23 23 100 

2020 24 23 95.8  

2021 24 20 83.3  

2022 24 24 100 
 

指標2：開発された3種

類のELISA診断キット

がすべての県の獣医師  

ラボに配布される  

達成状況：おおむね計画通り達成  

（事後評価）  

2022年、3種類すべてのELISA診断キットが獣医師ラボに配布されたのは、

ウランバートルを含む22県の内17県（77.2％）であった。この他、国立中央

獣医研究所、総合国境警備庁にも配布されている。  

年  
トリパノ

ソーマ  

バ ベ

シア  

タ イ レ

リア  

全 3 種類を受け取った

県の数と割合  

割 合  

(%) 

2018  5 7 6 3/22  13.6  

2019 12 12  12 12/22  54.5  

2020 20 10  20 10/22  45.4  

2021 22 17  6 6/22  27.2  

2022 22 17  22 17/22  77.2  
 

指標3：チームによっ

て提案されたガイドラ

インの内容が原虫病の

現状を反映して  

改訂される。  

本事業で作成されたガイドラインは、全国の獣医局で活用されている。科学

的な臨床試験により状況の変化が確認された場合にガイドラインは改訂され

ることになっているが、事後評価時点で改訂の必要性が生じていないため、

ガイドラインは改訂されていない。このことから、本指標は評価対象外とす

る1 7。  

 

 財政面と組織面  

 IVM が安定的に運営されている状況から見ても、財政面と組織面における持続性は高いも

のと思われる。  

 技術面  

 前 SATREPS で活動を行った研究者の大半が、現在でも IVM で研究活動を行っているこ  

と、資機材についても維持管理が適切になされていることから、技術面での持続性は担保さ

れているものと思われる。  

 但し、研究に用いる試薬については、前 SATREPS 実施時についてはプロジェクトによる

供与、その後については、帯広畜産大学からの提供を受けており、モンゴルでの入手に支障

を来すケースがあるために、持続性の評価を下げて、「概ね高い」とした。  

 

 
1 7  今回の詳細計画策定調査で、媾疫のガイドラインには一部不適切な記述（媾疫に対する治療法の記述）

があり、改定の必要性が確認された。  
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５－２ 実施に際しての留意事項 

 (1) 現地の状況についての考慮  

 ウマの媾疫予防と管理対策を計画する際（成果 1 の活動）には、プロジェクト対象地域の

関係者の伝統的な慣習、考え方、行動を尊重し、考慮する。対策は、各プロジェクト対象地

域の特徴を考慮した上で、必要に応じて、異なる介入と支援の方法を実施する。  

•  トゥブ県：国内最大のウマ繁殖地  

•  ドルノド県：国内最多のウマ飼育頭数  

•  ボルガン県：国内有数の乳生産用馬の飼育地  

•  オルホン県：ウマ繁殖牧場集中地域  

•  セレンゲ県：国内最多のウマ輸入検疫頭数  

 (2) 国際ルールと研究倫理に関する留意事項  

•  牧畜民を対象に実験的介入を実施する。参加者を地方自治体、GAVS、IVM と協力し選

定し、牧畜民を対象とした介入と調査には、必要な倫理的承認を得る。  

•  感染したウマの精液と胚は、研究目的で収集および消毒する。  

•  実験的感染と病原体の輸送には、モンゴルと日本の関連法及び規制を遵守し、必要なバ

イオセーフティ対策を講じる。  

•  遺伝資源の利用は、アクセスと利益配分（ABS）に関する適切なプロトコルについて、

モンゴルの関連法と規制に準拠する。  

•  精液の収集、配布、人工授精に関するライセンスと倫理的問題に関する勧告は、GAVS

との対話で行われ、プロジェクトでまとめられた関連マニュアルに盛り込まれる。  

 (3) ジェンダー配慮について  

 詳細計画策定調査内では、本プロジェクトとジェンダー課題の因果関係の分析に資する情

報の収集は困難であったため、得られた 2 次情報の中で検討することとした。  

 

出典：  Global Gender Gap 2024 World Economic Forum June 2024  

図５―１ 世界経済フォーラム Global Gender  Gap 

 前ページの図 5-1 に示したのは、世界経済フォーラムによる Global Gender  Gap（2024）

によるモンゴルのジェンダー不平等指数のグラフである。モンゴルのジェンダー不平等指数
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は世界 85 位であり、政治参加など意思決定プロセスへの女性の参加の少なさが際立ってい

る。  

 世界銀行の「モンゴル国ジェンダーアクションプラン 2019-2023」のドラフトによれば、

女性は獣医学校の卒業生の過半数を占めるにもかかわらず、家畜部門に関連する政府機関で

上級管理職を務める割合が限られているなどの課題が指摘されている。  

 また､アジア開発銀行（貧困削減日本基金）による報告書（Mongolia：Gender Situation  

Analysis Advances,  Challenges and Lessons Learnt since 2005（2019）)では、以下のように

述べている。  

•  放牧地の劣化と水不足は、牧畜コミュニティにとって長年にわたる大きな課題である。

土地と牧草地の紛争は、激しさを増す国内移動によって引き起こされ、より顕著になっ

ている。家畜を飼養する女性と男性は資金不足のため、飼養する家畜の群れによって得

られる利益を完全に享受することが出来ず、家畜の育種慣行の改善により牧草地保護と

砂漠化制御に建設的に貢献することもできないでいる。  

•  地元の意思決定プロセスへの参加も同様に制限されており、遊牧民は、無責任な鉱物資

源の採掘によって汚染された川や井戸水を、家庭用の、また農業用に利用せざるを得な

い。この事実は、牧畜民や地域社会の健康に大きな影響を及ぼしている。  

•  首都の周辺に沿って広がる無秩序なゲル地区は、生活環境の悪化、環境悪化、大気汚染

と相まって、呼吸器疾患や心血管疾患の急激な増加に加えて、妊娠リスクの高まりと低

産期死亡率の増加をもたらしている。  

 このような課題が指摘されているが、本プロジェクトは媾疫の感染制御を目的として実施

される SATREPS 案件であり、ジェンダー課題に関わるネガティブな影響を与える要素は存

在しないと思われる。  

 アジア開発銀行の指摘する、牧草地の劣化がジェンダーに及ぼす悪影響については、現在

進行中の SATREPS「遊牧民伝承に基づくモンゴル草原植物資源の有効活用による草地回復

プロジェクト」による成果の活用とインパクトが期待される。  
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第6章 団長所感  

 

本調査において焦点となっていた、目標の達成可能性と研究の妥当性について、団長とし

ての見解を以下に詳述する。なお、媾疫を撲滅するための手法はすでに WOAH の陸生動物衛

生基準に明記されており、最終的にはモンゴルもこの基準に従うべきであるが、現時点では

非現実的なものである。マイナーな疾病であるがゆえに不足している、感染リスクに関わる

基盤情報を本プロジェクトで整備し、それに基づいて対策の優先順位付けを行うことで、効

果的かつ実現可能な対策手法を提案することが本プロジェクトの目指すところである。  

 

（１）社会実装の可能性  

本プロジェクトは、2014～2019 年の前フェーズで構築された研究基盤を活用して実施され

るという意味では、運営上大きな優位性がある。研究代表者が前フェーズのプロジェクト終

了後もたびたび現地を訪れ、現地関係者との情報交換を継続し、信頼関係が構築されている

だけでなく、研究代表者の JICA の制度およびスキームへの理解と、病原体の国際移送や遺

伝資源利用などの関連手続きの経験があるというアドバンテージは、本調査の段階からいか

んなく発揮されていた。  

一方で、対象動物であるウマは、国際的には食用家畜として捉えられておらず、したがっ

て国際獣疫事務局（WOAH）は食料安全保障の観点からは必ずしも重要視していない動物種

である。また、対象疾病の媾疫も、本邦を含め多くの国々で清浄化に成功している、という

意味では、実施の妥当性について厳しい評価にさらされることを覚悟しなければならない。  

これを踏まえ、本調査の前に主な懸念事項として挙げられていたことのひとつは、（一般

的に重要感染症と認識されていない）媾疫に対して、モンゴル政府が労力とコストをかけて

撲滅に取り組む意向があるか、ということであった。これは、本プロジェクトで確立する対

策手法が、プロジェクト対象県以外でも実装されるという上位目標の達成に大きな影響を及

ぼす。予想していた通り、媾疫は政府主導で制御する、グループ１の疾病ではなく、各自治

体が対策に取り組むグループ２の疾病に分類されていた。したがって、アフリカ豚熱や口蹄

疫のようなグループ１の疾病と同様の取り組みは期待できない。しかし、訪問したプロジェ

クト対象県の県知事室および関係者からは、本疾病に対する危機感と対策の重要性への強い

賛同が示され、プロジェクトの実施に際し、自治体予算の配分や、必要な情報提供などを通

して協力したいとの申し出があった。これは、対象動物であるウマが、モンゴルの国民にと

って極めて特別な存在であること、そして、前フェーズの取り組みがトリガーとなって、生

産者レベルおよび自治体レベルで自主的な取り組みが始まっていることと関係していると思

料する。特にオルホン県では今年、1 億 1 千 MTG（約 500 万円）の自治体予算を投入して、

大規模な媾疫調査が行われ、検査陽性馬には焼印をして繁殖供用できないようにするなどの

先進的な取り組みが始まっていた。トゥブ県では、馬産業関係者が集まる集会等で、媾疫に

関する啓発セミナーが開催されていた。つまり、本疾病を各自治体で制御するためのコンセ

ンサスは得られつつあると判断した。  

しかしながら、自治体ごとに経済状況や優先課題は異なることから、自治体での取り組み

が、効率的かつ広範に行われることを担保するには、政府による制度面でのサポートが不可

欠である。そのため、調査団は総合獣医庁の関係者に対し、「本プロジェクト成果の社会実
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装の旗を振り、その持続性を担保するのは、日本側研究機関やモンゴル側研究機関ではなく、

国の獣医当局である総合獣医庁である。」ことを伝えた。また、総合獣医庁家畜衛生局長と、

その具体的な道筋について協議を行った。その結果、本プロジェクト開始後、最初の JCC で

ガイドラン改訂委員会を立ち上げ、まずは現行ガイドラインにおいて本調査団が指摘した誤

った表現を修正するための手続きを開始し、さらに本プロジェクト後半には、新たに確立さ

れる対策手法を反映する、という二段階での改訂を行うことで合意した。また、本プロジェ

クトで導入するウマの人工授精技術の普及に伴って想定される犯罪（精液の偽装など）を抑

止するための規定や、技術の担い手の資格審査の体制整備を、プロジェクトの助言を受けな

がら進めることについても合意した。これを受け、M/M 署名式では、同局長自らが本プロジ

ェクトの３つの成果と、社会実装において総合獣医庁が果たすべき役割について説明するな

ど、本プロジェクトに対する理解と協力の姿勢を見せた。  

 

（２）研究計画の妥当性  

本プロジェクトの日本側関係者には、前フェーズでの経験があるとはいえ、今回の研究計

画には、ウマの補助繁殖技術という新しいアプローチを含んでおり、特にこの部分について

は応募段階での研究計画がやや曖昧かつ野心的であった。  

しかし、本調査における現地関係者との面談で、本プロジェクトの概要を繰り返し説明し、

また、面談先から忌憚のないフィードバックを受けるなかで、活動内容が具体化され、媾疫

の撲滅に向けて真に必要かつ実現可能なものに絞られていった。例えば、感染動物の精液や

胚を除染する技術の開発は本研究の柱の一つであったが、モンゴル側の実施機関である IVM

やその他の現地関係機関が、本技術については研究目的でのみ実施可能と認識していること、

そして繁殖現場で優先度が高いのは、感染動物の遺伝子を残すための除染技術の前に、交尾

による感染リスクを低減する人工授精技術であることが確認された。また、家畜の遺伝改良

のための精液や胚の採取は、健康な個体から行うことが国際的に定められていることにも鑑

み、媾疫トリパノソーマ感染馬から採取された精液 /胚、または非感染馬から採取した精液 /胚

に媾疫トリパノソーマをスパイクしたものを除染する技術については、学術的な目的および

将来の特例的な活用のために開発することで合意した。  

こうした議論に基づく研究計画のブラッシュアップの末、研究代表者の井上先生は「媾疫

は交尾で感染する疾病であり、適切な繁殖管理（感染動物を繁殖に供用しないこと）ができ

れば、薬やワクチンがなくても撲滅できる」ことをプロジェクト対象県の関係者らに訴え、

「プロジェクト対象県の取り組みの結果が、モンゴル全体の、ひいては媾疫が発生している

他の国の模範となることを強く希望している」と協力を求めた。GAVS、地方獣医局、そして

訪問した農家からも、現在の自主的な検査結果のみに頼った方法よりも、確実かつ少ない手

間で感染を防ぐことができる繁殖管理の手法の一つである「ウマの人工授精」という選択肢

に高い期待が寄せられた。  

 

（３）裨益範囲  

もう一つの懸念事項は、媾疫対策の受益者が高価な競走馬を飼育する人々に限られてしま

い、農業農村開発において重要な遊牧民などが取り残される可能性であった。確かに現時点

では、媾疫についての知識が一部の競走馬関係者に限られているようであった。  
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トゥブ県ゾーンモド市の市長は同地域の競走馬協会の会長を兼任しており、今年１月の競

走馬関係者の集会を利用して開催された媾疫に関するセミナーを受講し、大変ショックを受

けたとのことであった。また、オルホン県の獣医局長は、2008 年頃から原因不明のウマの病

気に気づいていたが、原因病原体も感染経路もわからず、対策のしようがなかったとのこと。

そして、同県で訪問したウマの繁殖業者は、顧問獣医師である同県の獣医師会長からこの疾

病について教わり、自らの種牡馬を媾疫から守るために、他農場から連れて来られる牝馬に

種付けをする際には、事前に牝馬が媾疫に罹患していないことを示す検査証明書の提出を条

件にしている。また、放牧している３つの群れそれぞれに 24 時間見張りを付けて、牧野での

他群の種牡馬との意図しない交配を防止していた。牝馬の媾疫の検査証明書を要求すること

は、訪問した両県の繁殖業者らにおいて慣例化しつつあり、これは、前フェーズの調査結果

に基づく啓発活動がプロジェクト終了後も進展していることの表れであると推測される。  

こうした繁殖業者が、血統改良のためにヨーロッパや中東からロシア経由で種畜を輸入す

る際、国境における検疫業務は関税庁が、着地県における検疫業務は GAVS 傘下の県獣医局

が担っている。しかし、前者は実質的には機能しておらず、後者による法定検査が飼い主負

担で行われているのが実態である。つまり、国境での繋留ができず、さらに着地県での検査

が陽性の場合に輸出国に差し戻す仕組みがない以上、水際対策の実効性は限定的である。そ

もそも、媾疫常在国であるモンゴルは、政府として輸出国に対して媾疫フリーを要求するこ

とができない。しかし、上述のオルホン県の繁殖業者は、媾疫の検査証明書を条件に仲介業

者から種牡馬購入しており、そのような取引が普及すれば、輸入による病原体侵入の可能性

は限りなく低くなる。  

すなわち、こうした先進的な競走馬関係者における媾疫対策の方法論はほぼ確立されてい

ると言ってよく、その普及を後押しする段階まで来ている。  

一方で、各県の市街地近郊に滞在する遊牧民は、上述のような先進的な繁殖業者とウマの

売買や交配の取引を行うことは珍しくないという。こうした遊牧民にとっては、馬乳酒など

の畜産物の販売と同等に、血統改良したウマの販売も生計の重要な一部である。さらに、こ

うした近郊型の遊牧民のウマは、僻地の遊牧民のウマと放牧地の共有によって接触がある。  

調査団の中でもたびたび議論となったテーマであるが、感染症を撲滅しようとする時、家

畜の品種や用途、飼育形態などを限定して対策を行うことはナンセンスであり、それぞれの

特徴に応じた対策を講じる必要がある。そこで、本プロジェクトで実施する介入実験は、未

だ効果的な媾疫対策がとられていない、粗放的な飼育を行っている遊牧民を対象とする予定

である。訪問した県の民間獣医師からは、対策が取りやすく、また彼らにとって上客である

競走馬関係者のウマを対象とすることを提案する声もあがったが、上述の背景を説明すると

ともに、実験的な介入とは別に各県で実施する啓発活動には、競走馬関係者も巻き込むこと

を伝え、理解を得た。  

 

アフリカ豚熱や口蹄疫は、人の感染症でいうマラリアや HIV のような存在であり、被害の

規模の大きさと関わる国の数の多さから、その優先度については議論の余地はないが、本プ

ロジェクトで研究対象とする媾疫は、まさに家畜の Negrected disease のひとつであることが

本調査で再認識された。日本に本疾病が侵入する可能性は極めて低いが、モンゴルの産業と

食生活、そして文化におけるウマの重要性を考慮すると、モンゴルで数多く実施される
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SATREPS の中でも、モンゴル国民に対してアピール性の高いプロジェクトとなることにつ

いて、モンゴル側の関係機関からだけでなく、現地日本大使館からも高い期待が寄せられた。

井上先生が現地関係者らに述べていたように、本プロジェクトが、モンゴルの媾疫に関する

研究の総仕上げとなり、媾疫対策の先進事例となることが期待される。  



研究総括 研究チーム 研究主幹 研究企画 全体総括 協力企画 評価分析

井上 南保 耕野 森岡 山田 増田 柳井(細川) 桐野 寺澤 東野

1 9/8 日 開始時間 移動（東京→UB市）

9:00～ IVM表敬・情報収集
11:30～ MULS表敬・情報収集

2 14:00～ SCVL
9/10 火 9:30～ 気象庁　データ取得

3 15:00～ セレンゲ県へ移動
4 9:00～ セレンゲ県知事

10:00～ セレンゲ県競走馬協会会長

12:00～ セレンゲ獣医局長
13:00～14:00 セレンゲ県関税局
14:10～14:30 セレンゲ県獣医ラボ移転柵視察

5 9/12 木 8:00～16:00 UB市へ移動

6 10:30～
WOAH（アジア地区代表/モ側

総括Mr.Batsaikhan）

14:00～
獣医技プロの業務調整員と

の面談

7 9/14 土 資料整理

8 9/15 日 資料整理

9 11:00～

14:00～

夕方
9/17 火 9:30～10:30

10 10:30～
9/18 水 10:00〜

14:45〜

16:00〜

9/19 木

12 9:00～14:00

13 14:30～

16:00〜
9/21 土 4:30

14 9/22 日 書類整理等 書類整理等

15 9/23 月 12:00～
MM（案）の内容確認
（IVM、帯広畜産大
学、JST）

16 9/24 火 11:00～
M/M協議 （PDM、PO、
CRA）

17 4:30

18 9:00～
公務員獣医師及び民
間獣医師実践能力強
化プロジェクト

11:30～ 経済開発省

16:45～ 大使館報告 大使館報告

9:30～
JICAモンゴル事務所
報告

資料整理

9/27 9:00～ M/M署名

17:00 夕食会（IVM hosted）

9/28 土 4:30
移動（ウランバート
ル→東京→帯広）

9/20 金

9/25 水

M/M協議 （PDM、PO、CRA）

移動（ウランバートル→
東京）

公務員獣医師及び民間獣医師実践能力強化プロジェク
トシンポジウム（部分参加）

IVM訪問挨拶,Welocom dinner(IVM hosted)

MM（案）の内容確認（IVM、帯広畜産大学、JST）
寺澤団員は公務員獣医師及び民間獣医師実践能力強化プロジェクトにて聞き取り
（13：30ー14：45）

経済開発省

移動（帯広→東京）

帯広畜産大

移動（ウランバートル→東京）

ウランバートルへ移動、資料整理

付属資料1：モンゴル国「媾疫撲滅に向けた研究および防疫基盤の確立」詳細計画策定調査　日程

JST JICA

日付 曜日

9/9

9/11 水

月

9/13 金

9/16 月

移動（ウランバートル→東京）

木

移動（東京→ウラバートル）

JICAモンゴル事務所打ち合わせ、IVM訪問

オルホン県に移動

オルホン県獣医局長Mr.Urtnasan/競馬協会会長/獣医職員/民間獣医師分科会会長他

オルホン県副知事Mr. Soyolchkhuu

競走馬馬主									

サイト訪問　トゥブ県ゾーモッドソム長/県獣医職員

遊牧民聞き取り

ウランバートル移動

GAVS 表敬（モニタリング局長、疫学情報統計局長）

Foundation of Science and Technology(STF)　所長Mr.Enkhpurev

JICAモンゴル事務所報告

9/26

M/M署名（経済開発省）

ラップアップの夕食会（IVM hosted）

M/M調印準備　資料整理　東野団員は気象庁でデータ
取得

金
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